
平成２３年度　施 策 評 価 統 括 表

分野

施策
番号

施　策　名
〔実績〕 〔現状〕 〔目標〕 〔目標〕

政策
番号

上 位 政 策 名 ２０年度 ２２年度 ２３年度 ２６年度 成果
経費
比較

総合
評価 総合評価の内容

ね
ら
い

内容

成
果
指
標

① 子育てのひろば利用者数 人 100,775 162,697 126,000 200,000

成
果
指
標

②
ファミリーサポートサー
ビス利用件数

件 25,894 29,754 30,000 30,000

成
果
指
標

③

総経費 千円 ― 19,288,324 23,495,979 ―

（上記のうち、人件費） 千円 ― 421,600 925,600 ―

指標１
　区民１人あたりの経費

円 ― 27,225 ― ―

％ ― 8.7 ― ―

会計名 ― 一般会計 ― ―

成
果
指
標

① 保育所入所希望者受入率 ％ 96.9 93.7

成
果
指
標

② 利用者満足度 ％ 95.1 90.6

成
果
指
標

③

総経費 千円 ― 19,312,375 23,662,154 ―

（上記のうち、人件費） 千円 ― 10,661,600 10,923,200 ―

指標１
　区民１人あたりの経費

円 ― 27,259 ― ―

％ ― 9.0 ― ―

会計名 ― 一般会計 ― ―

評   価 改革・改善案

【１　子ども分野　次代を担う子どもの健やかな成長を支える】

施策の
目指す状態

成果指標・経費・コスト指標
単
位

部
名

№111
地域で子育てを支
える 地域で子どもと子

育て家庭を援助す
ることにより、地
域の子育てに関す
る力をさらに強化
し、子育てしやす
い環境づくりと子
どもの健全な成長
を図るため。

Ａ Ａ Ａ
利用実績や費用の点から、良好に
進んでいると評価できる。

 
効
率
化

２３～２４年度については、児童館
内にある学童クラブが近隣の小学
校内に移転した跡に、児童館型子
育てのひろばとして整備する。２３
年４月に、北大泉児童館内に北大
泉ぴよぴよを開設。

健
康
福
祉
事
業
本
部

№11
子どもと子育て家
庭を地域で支える

経
費 児

童
青
少
年
部

コ
ス
ト
指
標

指標２
　区決算額に占める割合

№112
就学前の子どもの
成長を支える

待機児童の解消に
向け、認可保育所
等の新増設や改築
等により入所枠の
拡大が必要。ま
た、多様な要望に
応じた保育サービ
スの拡充や子ども
の発達援助、保護
者に対する子育て
支援サービスへの
提供とともに、効
果的な保育所の運
営が求められてい
るため。

Ｂ

指標２
　区決算額に占める割合

№11
子どもと子育て家
庭を地域で支える

経
費

コ
ス
ト
指
標

Ａ Ｂ

昨今の経済状況から就労を希望
する保護者の増加を背景として、
保育所の入園希望が激増してい
る。保育所待機児童の解消を図る
ため、長期計画で位置づけている
数値目標を前倒しで整備している
ものの、その増加傾向に応えきれ
ていない。また、保育所の増加が
新たな需要の掘り起こしにも繋
がっており、多様な保育施設の拡
充により、対応する必要に迫られ
ている。

 
成
果
の
向
上

待機児童の解消を図るため、私立
保育所の誘致や既存区立保育所
の改築等により定員の見直しを進
める。
多様な保育サービスを実現するた
め、費用対効果を踏まえて区立保
育園の委託化を進める。
運営費の助成制度を維持し、私立
保育所の安定した運営と保育サー
ビスの向上に努める。
認可保育所を補充する中核施設と
して、認証保育所の需要の高い地
域への誘致を図る。
待機児童の中核となる０歳から２
歳児までを対象とする多様な保育
施設の誘致を図る。
第三者評価アンケート調査などに
より利用者のニーズを把握し、より
よい保育サービスが実施できるよ
うに努める。

健
康
福
祉
事
業
本
部

児
童
青
少
年
部



平成２３年度　施 策 評 価 統 括 表

分野

施策
番号

施　策　名
〔実績〕 〔現状〕 〔目標〕 〔目標〕

政策
番号

上 位 政 策 名 ２０年度 ２２年度 ２３年度 ２６年度 成果
経費
比較

総合
評価 総合評価の内容

ね
ら
い

内容

評   価 改革・改善案

【１　子ども分野　次代を担う子どもの健やかな成長を支える】

施策の
目指す状態

成果指標・経費・コスト指標
単
位

部
名

成
果
指
標

①
学童クラブ入会希望者受
入率

％ 95.0 96.8 100 100

成
果
指
標

②
児童館の総定員数に対す
る来館者数

人 669,421 637,315 796,500 796,500

成
果
指
標

③
学童クラブと学校応援団
のひろばとの連携実施数

件数 16 50 61 65

総経費 千円 ― 2,831,838 3,266,343 ―

（上記のうち、人件費） 千円 ― 1,928,000 1,872,000 ―

指標１
　区民１人あたりの経費

円 ― 3,997 ― ―

％ ― 1.3 ― ―

会計名 ― 一般会計 ― ―

成
果
指
標

①
子ども家庭相談の対応件
数

件数 1,318 2,529 1,549 1,866

成
果
指
標

②

成
果
指
標

③

総経費 千円 ― 265,601 202,178 ―

（上記のうち、人件費） 千円 ― 84,080 83,200 ―

指標１
　区民１人あたりの経費

円 ― 375 ― ―

％ ― 0.1 ― ―

会計名 ― 一般会計 ― ―

№113
学齢期の子どもの
成長を支える

学齢期の子どもの
成長を支えるため
に、児童の放課後
等の居場所を確保
するとともに、児
童の健全育成を図
る。

Ｂ

指標２
　区決算額に占める割合

№11
子どもと子育て家
庭を地域で支える

経
費

コ
ス
ト
指
標

Ａ Ａ

学童クラブの入会需要全体（在籍
児童数＋待機児童数）は、ここ数
年大きな変化はないが、需要と供
給のミスマッチにより待機児童が
発生している状況にある。一方、学
校応援団のひろば事業の充実に
より子どもの安全な居場所の拡大
が行われており、学童クラブの待
機児童対策の一助となっている。
区が実施する放課後児童対応事
業の利用者総数は大幅に増加し
ていることから、地域で子どもを支
える体制づくりは良好に進んでい
ると言える。

 
成
果
の
向
上
・
効
率
化

【学童クラブ・ひろば】
○学童クラブの委託をさらに推進す
る。
○全児童対策の観点から、学童クラブ
事業とひろば事業の整理・統合を検討
する。
○ひろば室の夏期休業中の活用策を
検討する。
○学童クラブ待機児童の新たな受入
方策を検討する。
【児童館】
○児童館の委託化を検討する。
○放課後等の子どもの居場所を拡大
するため、児童館の開館時間を拡大
する。(H23/4より実施済み）
○中高生対応事業の実施館を拡大す
る。
○学校応援団ひろば事業との連携を
検討する。
【全体】
○こども施策の組織の一元化を行う。

健
康
福
祉
事
業
本
部

児
童
青
少
年
部

№114
支援が必要な子ど
もと子育て家庭を
応援する

虐待などにより保
護を要する児童や
特に支援を要する
妊婦等への適切な
支援を図るととも
に、ひとり親家庭
の経済的自立を図
ることで、子ども
の健全な成長を支
援するため

Ａ

指標２
　区決算額に占める割合

№11
子どもと子育て家
庭を地域で支える

経
費

コ
ス
ト
指
標

Ａ Ａ

児童虐待件数が増加する中でも、
子ども家庭支援センターの体制整
備により、適切な対応が図られて
いる。

 
成
果
の
向
上
・
効
率
化

練馬子ども家庭支援センターを課
組織するなどの体制強化を図って
きたが、児童虐待は件数の増加と
ともに重度化してきており、さらな
る対応体制の充実が必要である。
効率的な運営の観点から、非常勤
職員のさらに活用できる条件整備
が求められている。
また、ひとり親家庭の経済的な自
立に向けた取り組みについて、事
業効果などに留意しながら検討す
る。

健
康
福
祉
事
業
本
部

児
童
青
少
年
部



平成２３年度　施 策 評 価 統 括 表

分野

施策
番号

施　策　名
〔実績〕 〔現状〕 〔目標〕 〔目標〕

政策
番号

上 位 政 策 名 ２０年度 ２２年度 ２３年度 ２６年度 成果
経費
比較

総合
評価 総合評価の内容

ね
ら
い

内容

評   価 改革・改善案

【１　子ども分野　次代を担う子どもの健やかな成長を支える】

施策の
目指す状態

成果指標・経費・コスト指標
単
位

部
名

成
果
指
標

① 学校応援団構成員数 人 2,131 3,097 3,185 3,250

成
果
指
標

②
学校安全安心ボランティ
ア事業の稼働率

％ 75.3 63.6 80.0 85.0

成
果
指
標

③ 学校評議員設置園・校数 校・園 108 104 104 104

総経費 千円 ― 682,481 876,110 ―

（上記のうち、人件費） 千円 ― 121,200 109,200 ―

指標１
　区民１人あたりの経費

円 ― 963 ― ―

％ ― 0.3 ― ―

会計名 ― 一般会計 ― ―

成
果
指
標
①

幼稚園における幼小連携事
業（行事等を通じての園児
と児童の交流、教職員間の
情報共有や意見交換等）の
実施率

％ 68.1 78.7 100 100

成
果
指
標

②
区内幼稚園の定員に対す
る充員率

％ 88.4 85.7 90.0 90.0

成
果
指
標

③

総経費 千円 ― 2,448,609 2,811,841 ―

（上記のうち、人件費） 千円 ― 28,000 28,000 ―

指標１
　区民１人あたりの経費

円 ― 3,456 ― ―

％ ― 1.1 ― ―

会計名 ― 一般会計 ― ―

№121
地域の特色を生か
した教育を推進す
る 区立学校と地域社

会との連携、協力
が進むことによ
り、地域の特性を
生かした特色ある
教育活動と子ども
たちの健全な成長
を支援をするため

Ａ

指標２
　区決算額に占める割合

№12

子供が楽しく学ぶ
ことができ、地域
に開かれた学校教
育を進める

経
費

コ
ス
ト
指
標

Ａ Ａ
①区立学校と地域社会の連携協
力が着実に進んでおり、学校を核
とした地域の輪が広がっている。

 
成
果
の
向
上

①各学校応援団の事業の充実や
課題解決のため、ブロック別の情
報交換会を構成校を入れ替え、昨
年度とは別の学校間での情報交
換会を実施する。学校応援団の
ニーズに合わせた研修を内容・回
数などより充実し実施する。
②教育委員会事務局として、引き
続き「教育だより」への紹介記事の
掲載等あ、広報活動を継続してい
くと同時に、区の直接の協働の主
体となる学校を通じ、地域への働
きかけをより行っていく。
③学校評議員は全校への設置を
達成した。したがって、来年度以降
指標をより質的なものに変更す
る。

教
育
委
員
会

学
校
教
育
部

№122
幼稚園教育を充実
する

幼稚園教育の振興
を図り、幼児一人
ひとりの望ましい
発達を促すため

Ｂ

指標２
　区決算額に占める割合

№12

子どもが楽しく学
ぶことができ、地
域に開かれた学校
教育を進める

経
費

コ
ス
ト
指
標

Ａ Ａ

①私立幼稚園協会との連携の強
化を図り、幼小連携の拡充を図る
必要がある。
②公私格差に配慮しながら区立幼
稚園における受益者負担について
も見直しが必要であるとともに、私
立幼稚園の保護者負担の軽減等
について更なる充実を図る必要が
ある。

 
成
果
の
向
上

①幼稚園教育の振興を図るため、
幼稚園や園児の保護者に適切な
補助・援助を継続していく必要が
ある。
②幼稚園教育の更なる充実を図る
ため、小学校や保育園との連携を
促進する必要がある。
③配慮を要する幼児の就園を促
進するため、私立幼稚園における
特別支援教育の更なる充実を図
る。
④光が丘地区の幼児数の減少に
伴い、同地区内区立幼稚園の充
員率の低下が顕著であり、適正配
置計画の検討を進める必要があ
る。

教
育
委
員
会

学
校
教
育
部



平成２３年度　施 策 評 価 統 括 表

分野

施策
番号

施　策　名
〔実績〕 〔現状〕 〔目標〕 〔目標〕

政策
番号

上 位 政 策 名 ２０年度 ２２年度 ２３年度 ２６年度 成果
経費
比較

総合
評価 総合評価の内容

ね
ら
い

内容

評   価 改革・改善案

【１　子ども分野　次代を担う子どもの健やかな成長を支える】

施策の
目指す状態

成果指標・経費・コスト指標
単
位

部
名

成
果
指
標

① 授業に対する理解の程度 ％
小82.3％
中68.3％

小82.1％
中71.2％

小86.2％
中74.7％

小100％
中100％

成
果
指
標

②
部活動外部指導員の設置
人数

人 306 341 増加 増加

成
果
指
標

③

総経費 千円 ― 1,240,957 1,453,222 ―

（上記のうち、人件費） 千円 ― 144,000 152,000 ―

指標１
　区民１人あたりの経費

円 ― 1,752 ― ―

％ ― 0.6 ― ―

会計名 ― 一般会計 ― ―

成
果
指
標

①

小中学校校舎・体育館の
耐震性能を確保した棟数
の割合

校 32 76 98

成
果
指
標

②
学校緑化や新エネルギー
装置等を整備した学校数

校 35 52 52 60

成
果
指
標

③

総経費 千円 ― 13,606,158 5,347,544 ―

（上記のうち、人件費） 千円 ― 1,551,200 1,417,600 ―

指標１
　区民１人あたりの経費

円 ― 19,205 ― ―

％ ― 6.2 ― ―

会計名 ― 一般会計 ― ―

№123
小中学校の教育内
容を充実する

豊かな心・確かな
学力・健やかな体
の育成を図り、全
児童生徒に生きる
力を身に付けさせ
るため。

Ａ

指標２
　区決算額に占める割合

№12

子どもが楽しく学
ぶことができ、地
域に開かれた学校
教育を進める

経
費

コ
ス
ト
指
標

Ａ Ａ

・児童生徒の確かな学力・豊かな
心、健やかな体の育成に向け、学
校の教育活動の支援に資するもの
となっている。

 
成
果
の
向
上

・学校の実情および児童生徒の実
態を的確に把握した上で、効果的
な施策を意図的・計画的に展開し
ていく。
・具体的には、平成２３年度から再
開する区独自の学力調査結果等
を各校にて分析し、授業改善推進
プランに反映させ具体的な方策を
講じることを通して、教育活動の一
層の充実を目指す。
・学校からの申請を受け部活動外
部指導員を今後も継続的に配置
することを通して、部活動の活性
化を促進する。

教
育
委
員
会

学
校
教
育
部

№124
教育環境を充実す
る

児童･生徒の安全
を確保し、より良
い環境のもとで落
ち着いて、学習が
出来るようにする
ため

Ａ

指標２
　区決算額に占める割合

№12

子どもが楽しく学
ぶことができ、地
域に開かれた学校
教育を進める

経
費

(

耐
震
補
強
工
事
の
計
画
満
了

)

コ
ス
ト
指
標

Ａ Ａ

教育環境を整備していく中で、安
全安心の面から校舎・体育館の耐
震補強工事もほぼ計画的に進ん
でいる。
みどり３０推進計画に基づいた学
校の緑化も、計画的に進めてい
る。

 
そ
の
他

①耐震補強工事の目標年度が平
成２３年度で終了する。その後の
教育環境整備を検討する必要が
ある。
②施設水準を確保しながら環境負
荷の低減を図るとともに、児童･生
徒の環境教育にも資する、エコス
クール化を推進していくことが求め
られている。そのため、取組の一
層の促進を目指し、目標値を精査
する必要がある。

教
育
委
員
会

学
校
教
育
部



平成２３年度　施 策 評 価 統 括 表

分野

施策
番号

施　策　名
〔実績〕 〔現状〕 〔目標〕 〔目標〕

政策
番号

上 位 政 策 名 ２０年度 ２２年度 ２３年度 ２６年度 成果
経費
比較

総合
評価 総合評価の内容

ね
ら
い

内容

評   価 改革・改善案

【１　子ども分野　次代を担う子どもの健やかな成長を支える】

施策の
目指す状態

成果指標・経費・コスト指標
単
位

部
名

成
果
指
標

①

朝食に主食とおかず等を
そろえて食べた児童・生
徒の割合

割合 4.7 28.3

成
果
指
標

②

成
果
指
標

③

総経費 千円 ― 4,164,242 4,124,195 ―

（上記のうち、人件費） 千円 ― 2,182,400 1,881,600 ―

指標１
　区民１人あたりの経費

円 ― 5,878 ― ―

％ ― 1.9 ― ―

会計名 ― 一般会計 ― ―

成
果
指
標

①

企画・運営のスタッフと
して青少年が参加してい
る子ども会事業の割合

％ 50.6 60.3 70.0 80.0

成
果
指
標

②

成
果
指
標

③

総経費 千円 ― 207,158 229,649 ―

（上記のうち、人件費） 千円 ― 105,600 105,600 ―

指標１
　区民１人あたりの経費

円 ― 292 ― ―

％ ― 1.1 ― ―

会計名 ― 一般会計 ― ―

№125
児童・生徒の健や
かな体の成長を促
す

児童･生徒の「生
きる力」の基礎と
なる健康と体力が
十分はぐくまれ、
食に関する指導が
出来るようにする
ため

Ａ

指標２
　区決算額に占める割合

№12

子どもが楽しく学
ぶことができ、地
域に開かれた学校
教育を進める

経
費

(

目
標
値
の
検
討

)

コ
ス
ト
指
標

Ａ Ａ
児童生徒の主食・主菜・副菜のバ
ランスは良く、実績値が高くなった

 
そ
の
他

①当初の指標と２２年度の数値に
ついては、
（１）朝食で食べている内容を回答
する調査票の違い
（２）調査人数
（３）「しっかり食べる」という定義の
有無により数値が大きく変わった。
以上により、、指標の変更につい
て検討する。
②学校独自での地場産野菜の取
り入れ校数または、給食残菜の割
合を指標とする方向で検討を行
う。

教
育
委
員
会

学
校
教
育
部

№131
青少年の自主的な
活動を支援する

青少年が地域活動
に自由に参加でき
る環境を整えるこ
とにより、自立心
や社会性を育むこ
とを支援するため

Ｂ

指標２
　区決算額に占める割合

№13
青少年を健やかに
育成する

経
費

コ
ス
ト
指
標

Ａ Ａ

青少年の自主的な活動を支援す
ること、活動の場を提供することの
必要性は高まっており、引き続き
各事業を推進していく。

 
効
率
化

社会的自立が困難な青少年の対
策や、就業に役立つ能力・技能等
の習得の支援に向けて、まずは各
関係団体とのネットワーク構築づく
りを推進していく。

健
康
福
祉
事
業
本
部

児
童
青
少
年
部



平成２３年度　施 策 評 価 統 括 表

分野

施策
番号

施　策　名
〔実績〕 〔現状〕 〔目標〕 〔目標〕

政策
番号

上 位 政 策 名 ２０年度 ２２年度 ２３年度 ２６年度 成果
経費
比較

総合
評価 総合評価の内容

ね
ら
い

内容

評   価 改革・改善案

【１　子ども分野　次代を担う子どもの健やかな成長を支える】

施策の
目指す状態

成果指標・経費・コスト指標
単
位

部
名

成
果
指
標

①

青少年育成地区委員会事
業に参加した青少年の延
べ人数

人 80,505 80,018 84,433 85,000

成
果
指
標

②

成
果
指
標

③

総経費 千円 ― 88,907 96,714 ―

（上記のうち、人件費） 千円 ― 27,200 35,200 ―

指標１
　区民１人あたりの経費

円 ― 125 ― ―

％ ― 0.4 ― ―

会計名 ― 一般会計 ― ―

№132

家庭・学校・地域
で連携して青少年
の健全育成を推進
する

家庭・学校・地域
で連携し、次世代
を担う青少年の健
全育成を図るため

Ｂ

指標２
　区決算額に占める割合

№13
 青少年を健やか
に育成する

青少年を社会全体で育てるという
視点から、家庭・学校・地域・関連
団体がそれぞれ役割を果たすとと
もに、連携を図っていく。
また、青少年育成地区委員会活動
の充実を図り、かつ円滑に行われ
るよう、事務局との連携を図り、事
務の効率化を推進していく。

健
康
福
祉
事
業
本
部

児
童
青
少
年
部

経
費

コ
ス
ト
指
標

Ａ Ａ

青少年の健全育成のため、各関係
団体とも連携して活動をおこなって
おり、区内17地区委員会では、地
域の特色ある様々な事業の実施
や青少年健全育成の啓発活動、
防犯活動、不健全図書自販機等
実態調査などを行っている。

 
効
率
化



平成２３年度　施 策 評 価 統 括 表
分野

施策
番号

施　策　名
〔実績〕 〔現状〕 〔目標〕 〔目標〕

政策
番号

上 位 政 策 名 ２０年度 ２２年度 ２３年度 ２６年度 成果
経費
比較

総合
評価 総合評価の内容

ね
ら
い

内容

成
果
指
標

①

練馬区国民健康保険の特定
健康診査の受診者のうち、
メタボリックシンドローム
該当者・予備群の人数

人
6,147

（実数）

5,370
（実数/未
確定値）

20年度
実人数か
らの減少

10％以上
減少を維

持

成
果
指
標

② がん検診受診率 ％ 16.3 17.3 50.0 50.0

成
果
指
標

③

総経費 千円 ― 2,242,904 2,394,010 ―

（上記のうち、人件費） 千円 ― 361,440 359,040 ―

指標１
　区民１人あたりの経費

円 ― 3,166 ― ―

％ ― 1.0 ― ―

会計名 ― 一般会計 ― ―

成
果
指
標

①
食育に関心を持っている
区民の割合

％ 75.0 97.0 95.0 95.0

成
果
指
標

②

成
果
指
標

③

総経費 千円 ― 49,022 49,370 ―

（上記のうち、人件費） 千円 ― 40,800 39,200 ―

指標１
　区民１人あたりの経費

円 ― 69 ― ―

％ ― 0.0 ― ―

会計名 ― 一般会計 ― ―

評   価 改革・改善案

【２　健康と福祉分野　高齢者や障害者などだれもが安心して暮らせる社会を実現する】

施策の
目指す状態

成果指標・経費・コスト指標
単
位

部
名

№211
健康づくりを支援
する

各年代の健康目標
の達成を目指し、
区民が主体的に健
康づくりに取り組
み、生き生きと生
活できるようにす
るため

Ｂ Ａ Ｂ

目標達成に向け、がん検診の受診
率をさらに向上させなければなら
ない。
メタボリックシンドローム該当者・予
備群の実人数が減る傾向にある。
なお、長期計画掲載の成果指標①
は、平成24年度に平成20年度比
10％以上減少であるため、24年度
の結果を基に最終的な目標達成
度をはかる必要がある。※該当
者・予備群の人数は、特定健康診
査実施率等で高低が出ないように
実数ではなく、補正した数値を使う
とされているが、現在のところ国か
ら具体的な方法が示されていな
い。

 
成
果
の
向
上

①特定健康診査、特定保健指導
の実施率向上を図る。
②特定保健指導の効果を向上さ
せる。
③特定保健指導対象者のうち、特
定保健指導を利用しない方の自己
改善の支援を検討・実施する。
④非肥満の方のメタボリックシンド
ローム該当者・予備群への移行を
防ぐ取り組みを検討・実施する。
⑤がん検診受診率の向上を図る。
⑥がん検診の質を向上させるた
め、練馬区医師会との連携により
がん検診の精度管理を実施する。
⑦がん検診の精度管理上必要と
なる点検・評価指標の数値を把握
するため、精密検査の追跡調査を
実施する。

健
康
福
祉
事
業
本
部

№21
健康な暮らしを支
える

経
費

健
康
部

コ
ス
ト
指
標

指標２
　区決算額に占める割合

№212
健康づくりの条件
整備を行う

①区民の多様な
ニーズに対応した
健康に関する情報
を提供できる体制
を整えるため。②
区民の健康づくり
を支援するために
行う情報提供や啓
発を、民間事業者
やNPO、ボラン
ティアなどの団
体・組織と連携し
て取り組むため。
③区民の主体的な
健康づくり活動を
活性化するため。
④健康づくりのた
めの環境を整備す
るため。

Ａ

指標２
　区決算額に占める割合

№21
健康な暮らしを支
える

経
費

コ
ス
ト
指
標

Ａ Ａ

食をはじめとする健康に関する
様々な情報が氾濫している中で、
食の安全、安心を含めた正しい情
報の提供が求められている。その
ためには、区民・事業者・関係団
体・行政が連携、協
働して健康づくりを推進し、食環境
を整備することが必要になってい
る。

 
成
果
の
向
上

１「練馬区食育推進ネットワーク会議」
を中心に、区民の主体的活動や事業
者、関係団体の行っいる健康情報の
共有を十分に行い、それぞれの活動
を結びつけ横断的なネットワークを構
築し、 区民の健康づくりを推進してい
く。
２ 区民が食事をおいしく、安全に、無
駄なく大切にとっていくために役立つ
食をはじめとした健康 づくりのための
情報を効果的　・効率的に発信してい
くことにより、食育に関心を持ち、毎日
の生活の中で食育を実践している区
民を増やしていく。
３野菜摂取量の増加と食の大切さを理
解してもらうことを目的に、区内農家と
協働して食育の推進に取組む。
４学校との連携や練馬区健康づくりサ
ポーターの協力を得て、若い世代への
食を通じた健康づくりの情報発信を
行っていく。

健
康
福
祉
事
業
本
部

健
康
部



平成２３年度　施 策 評 価 統 括 表
分野

施策
番号

施　策　名
〔実績〕 〔現状〕 〔目標〕 〔目標〕

政策
番号

上 位 政 策 名 ２０年度 ２２年度 ２３年度 ２６年度 成果
経費
比較

総合
評価 総合評価の内容

ね
ら
い

内容

評   価 改革・改善案

【２　健康と福祉分野　高齢者や障害者などだれもが安心して暮らせる社会を実現する】

施策の
目指す状態

成果指標・経費・コスト指標
単
位

部
名

成
果
指
標

①
麻しん風しん混合ワクチ
ンの接種率

％ 98.7 94.6 100 100

成
果
指
標

②

成
果
指
標

③

総経費 千円 ― 1,199,857 1,472,314 ―

（上記のうち、人件費） 千円 ― 84,000 96,560 ―

指標１
　区民１人あたりの経費

円 ― 1,694 ― ―

％ ― 0.5 ― ―

会計名 ― 一般会計 ― ―

成
果
指
標

①

収去・検査した食品等の
基準不適合率
（細菌検査・化学検査）

％ 8.9 7.4 7.0 5.0

成
果
指
標

②

成
果
指
標

③

総経費 千円 ― 1,171,101 1,166,522 ―

（上記のうち、人件費） 千円 ― 931,440 920,160 ―

指標１
　区民１人あたりの経費

円 ― 1,653 ― ―

％ ― 0.5 ― ―

会計名 ― 一般会計 ― ―

№213
健康に関する危機
管理を行う

区民の生命、健康
が損なわれる危機
を未然に防止し、
健康危機の発生時
にも被害を最小限
にとどめるため。

Ｂ

指標２
　区決算額に占める割合

№21
健康な暮らしを支
える

経
費

コ
ス
ト
指
標

Ａ Ｂ

　
18年度からの接種率の推移から
みると、　麻しん排除に向けて徐々
に成果を上げているが、目標を達
成するためには今後さらなる接種
率の向上に向けた努力が必要で
ある。

 
成
果
の
向
上

①総合的な麻しん風しん混合ワク
チン未接種者対策の取組みの検
討を行う。
②練馬区麻しん予防接種等実施
計画における協議会の開催によ
り、接種率の向上について検討を
図る。
③引き続き、保健相談所の各種健
診や相談事業で予防接種履歴の
確認を行い、麻しん風しん混合ワ
クチンの未接種には接種勧奨を行
う。
④医師会や教育委員会等関係機
関へ改めて接種勧奨の協力依頼
を行う。
⑤ホームページ、区報等での周知
をわかりやすい内容に改善する。

健
康
事
業
本
部

健
康
部

№214
安全な衛生環境を
確保する

区民が安心できる
環境・薬事衛生、
食品衛生の整備を
図るため

Ａ

指標２
　区決算額に占める割合

№21
健康な暮らしを支
える

経
費

コ
ス
ト
指
標

Ａ Ａ

①環境・薬事衛生の適切な監視・
指導により、区民が安心して利用
できる衛生状況が確保されてい
る。
②区民の安全な食生活に関する
衛生環境を、適切な監視・指導に
より確保するとともに、区民からの
関連する苦情への対応や解決に
適切に取り組んでいる。

 
成
果
の
向
上
・
効
率
化

①環境衛生関連
　○重点項目の設定をする。
　○スクリーニング検査の導入を
する。
　○引き続き業務台帳の電子化の
取組みをする。
②食品衛生関連
　○食中毒発生の危険性の高い
検査不適合施設について、再検査
および指導を実施し、食中毒の予
防をする。
　○状況に応じて緊急監視、広報
など機動的な対応をする。
③共通
　○専門職員の一層の資質の向
上を図る。
　○民間専門機関の活用と連携を
図る。

健
康
福
祉
事
業
本
部

健
康
部



平成２３年度　施 策 評 価 統 括 表
分野

施策
番号

施　策　名
〔実績〕 〔現状〕 〔目標〕 〔目標〕

政策
番号

上 位 政 策 名 ２０年度 ２２年度 ２３年度 ２６年度 成果
経費
比較

総合
評価 総合評価の内容

ね
ら
い

内容

評   価 改革・改善案

【２　健康と福祉分野　高齢者や障害者などだれもが安心して暮らせる社会を実現する】

施策の
目指す状態

成果指標・経費・コスト指標
単
位

部
名

成
果
指
標

①
練馬区内の一般・療養病
床数

床 1,912 1,910 2,612

成
果
指
標

②
かかりつけ医の紹介等電
話相談件数

件 2,523 2,360 2,800 2,800

成
果
指
標

③

総経費 千円 ― 756,617 561,503 ―

（上記のうち、人件費） 千円 ― 68,400 68,400 ―

指標１
　区民１人あたりの経費

円 ― 1,068 ― ―

％ ― 0.3 ― ―

会計名 ― 一般会計 ― ―

成
果
指
標

①
人材育成事業で養成した
人数（年間）

人 174 226 200 200

成
果
指
標

②

成
果
指
標

③ 会計名

総経費 千円 ― 217,626 267,874 ―

（上記のうち、人件費） 千円 ― 30,400 30,400 ―

指標１
　区民１人あたりの経費

円 ― 307 ― ―

％ ― 0.1 ― ―

会計名 ― 一般会計 ― ―

№221
地域における医療
体制を確立する

区民のだれもが身
近な地域で症状に
あった適切な医療
を受けられること
ができるようにす
るため

Ｂ

指標２
　区決算額に占める割合

№22
安心して医療を受
けられる環境を整
える

経
費

コ
ス
ト
指
標

Ａ Ｂ
新たな病床を確保出来ていない現
状では、B評価とせざるを得ない。

 
成
果
の
向
上

新病院の整備や既存病院の増床
により病床を確保するには、土地
の確保が重要である。しかし、土
地は多くの法令制限や複雑な権利
関係を有している場合が多いた
め、確保に際しては引き続き丁寧
に、かつ積極的に土地の権利関
係者と交渉を進めていく。

健
康
福
祉
事
業
本
部

地
域
医
療
担
当
部

№231
地域福祉活動との
協働を進める

地域における様々
な課題を解決する
ための、区民の主
体的な地域福祉活
動が活発に、安定
して展開されるよ
うにするため。

Ａ

指標２
　区決算額に占める割合

№23
地域で福祉を支え
る

経
費

コ
ス
ト
指
標

Ａ Ａ

福祉課題や生活上の課題が多様
化・複雑化する中で、より区民満足
度の高い地域社会を実現するため
には、地域福祉活動団体と区が、
それぞれの持ち味を十分に発揮し
ながら連携・協力して取り組むこと
が、求められている。
　そのためには、地域において福
祉活動を行う人材を養成するととも
に、区との協働を一層推進するた
めの体制を整備し、地域福祉活動
団体が活発に活動するための環
境整備に継続して取り組んでいく。

 
成
果
の
向
上

【№2地域福祉推進事務（協働の
推進）】
・区民の生活実態に即した事業実
施ができるよう、区民との協働を主
眼において、検討を進めていく。
【№4地域福祉パワーアップカレッ
ジ運営事務】
・カリキュラムの充実をはかる。
【№5地域福祉推進事務（補助金
交付）】
・引き続き、地域福祉活動団体の
運営が安定して行えるよう、地域
住民相互の助け合いを基調とする
取り組みに対する運営費等の助
成や、広報等の支援を行い、地域
福祉の向上に寄与する。

健
康
福
祉
事
業
本
部

福
祉
部



平成２３年度　施 策 評 価 統 括 表
分野

施策
番号

施　策　名
〔実績〕 〔現状〕 〔目標〕 〔目標〕

政策
番号

上 位 政 策 名 ２０年度 ２２年度 ２３年度 ２６年度 成果
経費
比較

総合
評価 総合評価の内容

ね
ら
い

内容

評   価 改革・改善案

【２　健康と福祉分野　高齢者や障害者などだれもが安心して暮らせる社会を実現する】

施策の
目指す状態

成果指標・経費・コスト指標
単
位

部
名

成
果
指
標
①

公的な窓口に寄せられる
相談件数

件 260,898 303,435 － 300,000

成
果
指
標
②

成
果
指
標
③

会計名

総経費 千円 ― 356,309 353,233 ―

（上記のうち、人件費） 千円 ― 254,800 255,200 ―

指標１
　区民１人あたりの経費

円 ― 503 ― ―

％ ― 0.2 ― ―

会計名 ― 一般会計 ― ―

№232
保健福祉の総合支
援体制を確立する

少子高齢化の進
展、地域のつなが
りの希薄化、家
庭・家族の機能の
変容やきずなの弱
まりなどにより、
高齢者の孤独死や
児童虐待といった
深刻な問題が顕在
化している。この
ような問題に対応
するため、本人や
関係者など、地域
住民が迅速に関係
機関に相談できる
ような体制が必要
なため。

Ａ

指標２
　区決算額に占める割合

№23
地域で福祉を支え
る

経
費

コ
ス
ト
指
標

Ａ Ａ

区では、保健福祉サービスの総合支
援窓口である総合福祉事務所や保健
相談所の充実を図るとともに、より専
門的な相談に対応できるよう、体制の
整備に努めてきた。　平成18年4月の
介護保険法の改正により、区内4か所
の総合福祉事務所に区直営の地域包
括支援センター（本所）を設置しまし
た。さらに平成19年4月には、従来の
在宅介護支援センターに併設して、地
域包括支援センター支所を開設した。
現在では支所を22か所に拡充し、高齢
者などの総合相談機能を担う機関とし
て運営している（呼称は「高齢者相談
センター」）。　また、障害者の生活に
関するさまざまな相談に応じ、適切な
支援やサービスにつなげるために、障
害者地域生活支援センターを区内4か
所に整備している。　子どもと子育て家
庭を支援する中核的機関として、子ど
も家庭支援センターを整備し、区内5か
所で虐待相談や子育ての悩みに関す
る相談などに応じている。

 
成
果
の
向
上

【№1民生委員・児童委員事務】
①地区ごとの町会や老人クラブ等との
懇談会の開催地区を増やし、民生・児
童委員業務の理解をすすめ、地域の
連携を強める。
②区報での周知等の広報活動や、そ
の他各種イベントでの参加を促進する
ことで、一層の民生・児童委員活動の
普及を行う。
【№2地域福祉推進事務（保健・福祉・
医療の連携）】
①医療・教育分野を含め、保健福祉の
多様で困難な事例に職員がすみやか
に対応できるようにするため、今後とも
引き続き、研修テーマや内容について
企画する。
②研修テーマの選定や企画の段階か
ら、健康部や社会福祉協議会その他
の関係組織とのコラボレーションを図
り、研修内容の充実と相互理解の推
進に取り組む。
【№3災害時要援護者対策事務（名簿
作成）】
今後とも、災害時要援護者名簿の登
録勧奨およびひとりぐらし高齢者等実
態調査等を通じて災害時要援護者の
把握に努める。また、災害時に迅速か
つ的確な支援を実施する仕組みづくり
等について、個人情報の保護に十分
配慮しながら、関係部署と連携して検
討、取組を進めていく。

健
康
福
祉
事
業
本
部

福
祉
部



平成２３年度　施 策 評 価 統 括 表
分野

施策
番号

施　策　名
〔実績〕 〔現状〕 〔目標〕 〔目標〕

政策
番号

上 位 政 策 名 ２０年度 ２２年度 ２３年度 ２６年度 成果
経費
比較

総合
評価 総合評価の内容

ね
ら
い

内容

評   価 改革・改善案

【２　健康と福祉分野　高齢者や障害者などだれもが安心して暮らせる社会を実現する】

施策の
目指す状態

成果指標・経費・コスト指標
単
位

部
名

成
果
指
標
①

成年後見制度区長申立件
数

件 26 29 30 35

成
果
指
標
②

成
果
指
標
③

会計名

総経費 千円 ― 162,495 267,630 ―

（上記のうち、人件費） 千円 ― 62,000 62,000 ―

指標１
　区民１人あたりの経費

円 ― 229 ― ―

％ ― 0.1 ― ―

会計名 ― 一般会計 ― ―

成
果
指
標

①

福祉のまちづくりの推進に関す
る計画の基本方針等実現のた
め、区民が行政をパートナーと
して開始した活動の合計数

件 32 44 47 56

成
果
指

標
②

成
果
指

標
③

総経費 千円 ― 40,663 43,330 ―

（上記のうち、人件費） 千円 ― 16,000 16,000 ―

指標１
　区民１人あたりの経費

円 ― 57 ― ―

％ ― 0.0 ― ―

会計名 ― 一般会計 ― ―

№233 
保健福祉サービス
の利用を支援する

だれもが自分に
合った保健福祉
サービスを選択し
利用できるよう、
情報提供の充実、
利用者の権利擁
護、評価体制の周
知を推進します。

Ａ

指標２
　区決算額に占める割合

№23
地域で福祉を支え
る

経
費

コ
ス
ト
指
標

Ａ Ａ

福祉部経営課、総合福祉事務所、
高齢者相談センター、保健相談所
および社会福祉協議会に設置して
いる権利擁護ｾﾝﾀｰ等の関係機関
が連携して、成年後見制度の利用
に係る相談、支援、周知を行って
おり、制度の認知度が高まるととも
に、制度の利用者も増加傾向にあ
る。　また、職員向けの研修や関
係者連絡会も開催しており、年々、
成年後見制度に関する職員の理
解も深まっている。　さらに、外部
の専門家（弁護士や司法書士、社
会福祉士など）の協力も得られる
など、制度の活用に向けた体制も
整備を進めている。

 
成
果
の
向
上

【№2権利擁護事務】
①練馬区の「成年後見制度推進機関」
である社会福祉協議会権利擁護セン
ターと協力して、制度の普及、相談活
動の充実や、家族会等の地域活動団
体が実施する相談会の支援に取り組
む。
②報酬助成制度や社会貢献型後見人
の活用等を通じて、成年後見制度の
利用支援を行う。
③社会貢献型後見人養成事業におけ
る研修内容の充実や、社会福祉協議
会の後見監督業務についての充実お
よび後見人連絡会の開催等、成年後
見人の養成・支援を進める。
【№3保健福祉サービス苦情調整委員
事務】
①この制度により、保健福祉サービス
利用者の権利・利益が擁護でき、ま
た、区や民間事業者が提供するサー
ビスが向上することをめざして、制度
の周知・普及に努める。
【№4保健福祉サービス第三者評価受
審支援事務】
①第三者評価受審の結果を受けて、
事業者が改善に取り組めるよう、改善
取組のための費用を含めた助成を行
うなど、区としての支援体制を検討・整
備する。

健
康
福
祉
事
業
本
部

福
祉
部

№234
福祉のまちづくり
の考え方を広める

心身の状態、年齢
や性別に関わら
ず、だれもが住み
慣れた地域で安心
して生活でき、社
会参加が可能な福
祉のまちづくりを
進めるため。

Ａ

指標２
　区決算額に占める割合

№23
地域で福祉を支え
る

経
費

コ
ス
ト
指
標

Ａ Ａ

福祉のまちづくり推進事業への参
加者の増加などから、取組みが仕
組みとして定着し、ネットワークが
広がってきている

 
成
果
の
向
上

【№1福祉のまちづくり推進事務（区民
協議会）】
福祉のまちづくり総合計画の取組み状
況を検証するとともに、区民との協働
でより一層の福祉のまちづくり活動の
推進を図る。
【№2福祉のまちづくり推進事務（普及・
啓発活動）】
福祉のまちづくりパートナーシップ区民
活動支援事業の継続発展的な支援を
行うとともに、福祉のまちづくり総合計
画の改定に伴い、「福祉のまちづくり２
００人モニター」を「福祉のまちづくりサ
ポーター」に変更し、区民の福祉のま
ちづくり活動がより活発に行われるよ
う取り組む。また、福祉のまちづくり活
動のより一層の推進を図るため、「ユ
ニバーサルデザイン推進ひろば」と連
携しながら事業の実施を行う。

健
康
福
祉
事
業
本
部

福
祉
部



平成２３年度　施 策 評 価 統 括 表
分野

施策
番号

施　策　名
〔実績〕 〔現状〕 〔目標〕 〔目標〕

政策
番号

上 位 政 策 名 ２０年度 ２２年度 ２３年度 ２６年度 成果
経費
比較

総合
評価 総合評価の内容

ね
ら
い

内容

評   価 改革・改善案

【２　健康と福祉分野　高齢者や障害者などだれもが安心して暮らせる社会を実現する】

施策の
目指す状態

成果指標・経費・コスト指標
単
位

部
名

成
果
指
標

①
高齢者センターと敬老
館・敬老室の登録者数

人 19,015 12,846 20,500 22,000

成
果
指
標

②
シルバー人材センターの
会員数

人 3,684 3,890 4,200 4,300

成
果
指
標

③

総経費 千円 ― 757,536 800,992 ―

（上記のうち、人件費） 千円 ― 145,200 142,800 ―

指標１
　区民１人あたりの経費

円 ― 1,069 ― ―

％ ― 0.3 ― ―

会計名 ― 一般会計 ― ―

成
果
指
標

①

特定高齢者（二次予防事
業対象者）介護予防事業
参加者数

人 291 529 775 960

成
果
指
標

② 生活機能評価の受診率 ％ 50.5 51.7 50.0 50.0

成
果
指
標

③

総経費 千円 ― 608,780 668,736 ―

（上記のうち、人件費） 千円 ― 64,800 66,400 ―

指標１
　区民１人あたりの経費

円 ― 859 ― ―

％ ― 0.2 ― ―

会計名 ―
一般会計

介護保険会計 ― ―

№241
高齢者の多様な社
会参加を促進する 高齢者が地域活動

の担い手として活
躍でき、また、地
域における高齢者
の相談、支援体制
の充実を図るとと
もに、高齢者の力
を地域で活かす環
境づくりを進める
ため

Ｂ

指標２
　区決算額に占める割合

№24
高齢者の生活と社
会参加を支援する

経
費

コ
ス
ト
指
標

Ａ Ｂ

景気の低迷による影響のほか目
標値自体も過大となっていることか
ら指標から判断すると良好に進ん
でいないと評価せざるを得ない。
しかしながら、登録者数は次期登
録期限最終年となる平成26年度に
は目標値を達成できる見込みであ
り、高齢者が主体的に、地域活動
に参加するなどの環境づくりを進
める施策目的としては各事務事業
の効果はあがっている。

 
効
率
化

直営敬老館６館の委託化を進める
とともに高齢者の社会参加を支援
する拠点機能の充実を図り、高齢
者が主体的に身近な地域で活動
が行なえる環境を効率的に整え
る。

健
康
福
祉
事
業
本
部

福
祉
部

№242
特定高齢者等を支
援する

特定高齢者（二次
予防事業対象者）
が主体的に介護予
防に取り組むこと
により、できる限
り介護を必要とせ
ずに自立した生活
を送ることがで
き、地域や家庭で
いきいきと活動し
ている長寿社会を
実現するため

Ｂ

指標２
　区決算額に占める割合

№24
高齢者の生活と社
会参加を支援する

経
費

コ
ス
ト
指
標

Ａ Ｂ

介護予防事業参加者については、
心身ともに改善する効果が認めら
れた。一方、事業参加者数が少な
い点で、より魅力的な介護予防事
業を再構築する必要がある。

 
成
果
の
向
上

①早い時期から介護予防に取り組
むことができるよう、一般高齢者施
策（一次予防事業）を充実させ、で
きる限り早い時期から介護予防に
取り組めるようにする。
②特定高齢者（二次予防事業対
象者）把握から事業参加までの効
率化をはかり、より参加しやすい
事業を提供し参加者数を増やす。
③地域特性を考慮したサービス提
供や区民ニーズに合った事業な
ど、より参加したくなる介護予防事
業を行う。

健
康
福
祉
事
業
本
部

福
祉
部



平成２３年度　施 策 評 価 統 括 表
分野

施策
番号

施　策　名
〔実績〕 〔現状〕 〔目標〕 〔目標〕

政策
番号

上 位 政 策 名 ２０年度 ２２年度 ２３年度 ２６年度 成果
経費
比較

総合
評価 総合評価の内容

ね
ら
い

内容

評   価 改革・改善案

【２　健康と福祉分野　高齢者や障害者などだれもが安心して暮らせる社会を実現する】

施策の
目指す状態

成果指標・経費・コスト指標
単
位

部
名

成
果
指
標

①
高齢者相談センター（本
所・支所）の相談件数

件 98,061 125,396 108,500 118,000

成
果
指
標

②
施設介護サポーターの受
入施設数

施設 2 15 20 30

成
果
指
標

③

総経費 千円 ― 2,176,886 2,275,756 ―

（上記のうち、人件費） 千円 ― 814,640 821,840 ―

指標１
　区民１人あたりの経費

円 ― 3,073 ― ―

％ ― 0.8 ― ―

会計名 ―
一般会計

介護保険会計 ― ―

成
果
指
標

① 介護保険施設の整備率 ％ 1.71 1.72 2.02 2.30

成
果
指
標

②
法人選定委員会にて選定
された事業者数

件 1 7 8

成
果
指
標

③

総経費 千円 ― 1,246,547 1,093,762 ―

（上記のうち、人件費） 千円 ― 38,800 32,400 ―

指標１
　区民１人あたりの経費

円 ― 1,759 ― ―

％ ― 0.6 ― ―

会計名 ― 一般会計 ― ―

№243
要支援・要介護高
齢者を支援する

高齢者が住み慣れ
た地域で安心して
暮らせるよう地域
の相談支援体制を
強化し、区民・関
係機関・行政の
ネットワークによ
る総合的な支援体
制の確立とともに
事業者における人
材の確保・育成を
支援することで、
高齢者への適切な
サービスを総合的
かつ効率的に提供
するため

Ａ

指標２
　区決算額に占める割合

№24
高齢者の生活と社
会参加を支援する

経
費

コ
ス
ト
指
標

Ａ Ａ

増加する高齢者への相談・支援拠
点である、高齢者相談センターへ
の相談件数が増加しており、支援
体制が機能している。

 
成
果
の
向
上

より効率的な相談体制の確立のた
め、高齢者相談センター本所と支
所の役割分担を明確にする。

健
康
福
祉
事
業
本
部

福
祉
部

№244
高齢者の生活基盤
づくりを支援する

超高齢社会の到来
を迎え、高齢者の
生活様式や身体・
経済状況等に応じ
た生活基盤づくり
を支援していくた
め

Ａ

指標２
　区決算額に占める割合

№24
高齢者の生活と社
会参加を支援する

経
費

コ
ス
ト
指
標

Ａ Ａ

事業規模とは対照的に、人件費等
は小さく効率的に行われている。
コストパフォーマンスにすぐれた事
務であり、良好に進んでいる。

 
成
果
の
向
上

介護保険施設は、平成２２年度に
整備予定施設が相当数確保され
たため、平成２６年の目標は達成
される見込みである。ただし、練馬
区の人口が増える傾向にあること
と、また、高齢者人口の伸び率も
高いままであることから、この間も
定義の基礎となる高齢者人口が
平行して増えることが想定される。
このような中で国の高齢者への施
策は施設の建設から在宅を中心と
したサービス付き集合住宅の整備
へと転換しようとしている。更に国
および東京都の補助金は縮小･廃
止の傾向にあるため、区では、代
替策として独自の補助金を設定す
るか、または、公有地の活用を検
討する。

健
康
福
祉
事
業
本
部

福
祉
部



平成２３年度　施 策 評 価 統 括 表
分野

施策
番号

施　策　名
〔実績〕 〔現状〕 〔目標〕 〔目標〕

政策
番号

上 位 政 策 名 ２０年度 ２２年度 ２３年度 ２６年度 成果
経費
比較

総合
評価 総合評価の内容

ね
ら
い

内容

評   価 改革・改善案

【２　健康と福祉分野　高齢者や障害者などだれもが安心して暮らせる社会を実現する】

施策の
目指す状態

成果指標・経費・コスト指標
単
位

部
名

成
果
指
標

①
ひとりぐらし高齢者等実
態把握件数

人 22,970 22,699 24,000 26,576

成
果
指
標

②
認知症サポーター養成講
座受講者数（累計）

人 2,522 6,223 6,400 10,000

成
果
指
標

③

総経費 千円 ― 129,065 130,663 ―

（上記のうち、人件費） 千円 ― 64,000 64,000 ―

指標１
　区民１人あたりの経費

円 ― 182 ― ―

％ ― 0.1 ― ―

会計名 ―
一般会計

介護保険会計 ― ―

成
果
指
標

①
障害者地域生活支援セン
ターの相談件数

件 9,379 19,024 20,000 22,000

成
果
指
標

②

成
果
指
標

③

総経費 千円 ― 161,174 184,434 ―

（上記のうち、人件費） 千円 ― 3,200 3,200 ―

指標１
　区民１人あたりの経費

円 ― 227 ― ―

％ ― 0.1 ― ―

会計名 ― 区一般会計 ― ―

№245
地域で高齢者を支
える

地域全体で高齢者
を見守り、支え合
う仕組みを強化す
ることにより、高
齢者が安心して暮
らし続けることが
できる地域づくり
を実現するため。

Ａ

指標２
　区決算額に占める割合

№24
高齢者の生活と社
会参加を支援する

経
費

コ
ス
ト
指
標

Ａ Ａ
区民と協働しながら事業成果を上
げる中で、地域における見守りお
よび支援体制が強化されている。

 
成
果
の
向
上

成果指標①については、引き続
き、ひとりぐらし高齢者等および高
齢者のみの世帯の実態把握に努
めるとともに、関係部署との連携を
行い、見守り体制を構築していく。

成果指標②については、サポー
ター養成講座への参加を、商店会
や金融機関などの職域団体や小
中学生等の若い世代にも呼びか
けることで、幅広い分野にサポー
ターの養成を拡大していく。

健
康
福
祉
事
業
本
部

福
祉
部

№251
総合相談体制を構
築する

障害者が、乳幼児
期・幼児期・学齢
期・成人期・高齢
期とそれぞれのラ
イフステージに応
じたニーズに対し
て適切なサービス
につなげていける
よう、関係機関が
連携し、切れ目の
ない相談支援を実
施していく必要が
あるため

Ａ

指標２
　区決算額に占める割合

№25
障害者が自立して
生活できるよう支
援する

経
費

コ
ス
ト
指
標

Ａ Ａ

障害者自立支援法改正を見据え
て、４ヶ所の障害者地域生活支援
センターが工夫を凝らした運営を
実践してきたことにより、良好に施
策が推進されてきた。

 
成
果
の
向
上

障害者自立支援法改正に伴い、
「基幹相談支援センター」を市区町
村に設置することができるように
なった。現在の練馬区立障害者地
域生活支援センターの機能充実を
図ることにより「基幹相談支援セン
ター」としての役割を果たしていけ
るよう検討をする。その詳細な内
容については、今後だされてくる政
省令等を見据えながら、対応して
いく。また、地域の相談機関との連
携強化・ネットワーク構築を図って
いく。

健
康
福
祉
事
業
本
部

福
祉
部



平成２３年度　施 策 評 価 統 括 表
分野

施策
番号

施　策　名
〔実績〕 〔現状〕 〔目標〕 〔目標〕

政策
番号

上 位 政 策 名 ２０年度 ２２年度 ２３年度 ２６年度 成果
経費
比較

総合
評価 総合評価の内容

ね
ら
い

内容

評   価 改革・改善案

【２　健康と福祉分野　高齢者や障害者などだれもが安心して暮らせる社会を実現する】

施策の
目指す状態

成果指標・経費・コスト指標
単
位

部
名

成
果
指
標

① 通所系サービス利用割合 ％ 50.3 63.1 60.0 60.0

成
果
指
標

②
施設入所者の地域移行者
数

人 57 43 129

成
果
指
標

③

総経費 千円 ― 10,620,002 10,565,572 ―

（上記のうち、人件費） 千円 ― 1,152,000 960,000 ―

指標１
　区民１人あたりの経費

円 ― 14,990 ― ―

％ ― 112.2 ― ―

会計名 ― 区一般会計 ― ―

成
果
指
標

① 障害者の就職者数 人 84 86 98 113

成
果
指
標

② 障害者の職場定着率 ％ 75.3 72.0 94.0 94.0

成
果
指
標

③

総経費 千円 ― 178,986 223,370 ―

（上記のうち、人件費） 千円 ― 13,600 10,400 ―

指標１
　区民１人あたりの経費

円 ― 253 ― ―

％ ― 0.0 ― ―

会計名 ― 一般会計 ― ―

№252
サービス提供体制
を拡充する

障害者が地域で自
立した生活ができ
るように必要な
サービス提供体制
を整備する

Ａ

指標２
　区決算額に占める割合

№25
障害者が自立して
生活できるよう支
援する

経
費

コ
ス
ト
指
標

Ａ Ａ

サービスの提供体制は拡充され、
利用が増加している。多様化して
いる障害者個々のニーズに十分に
応えるため、サービス提供体制の
拡充を引き続き進めていく必要が
ある。

 
成
果
の
向
上

国の制度改革が幾度も重ねられ
ており、利用促進につながってい
る一方、制度が複雑化している。
また、サービス利用に対する経費
が増大する中、成果を向上させる
ためには、障害者支援の必要性に
対する社会の正確な理解が求め
られてくる。そこで、障害者のみな
らず広く区民全体に制度の趣旨等
をわかりやすく周知することに努
め、社会全体で支援する意識の醸
成を図ることとする。

健
康
福
祉
事
業
本
部

福
祉
部

№253
障害者の就労を促
進する

就労やその継続の
ために必要な支援
が、福祉や教育、
企業、行政などの
地域のネットワー
クにより、適切に
提供されている状
態

Ａ

指標２
　区決算額に占める割合

№25
障害者が自立して
生活できるよう支
援する

経
費

コ
ス
ト
指
標

Ａ Ａ

関係機関が連携し地域で生活する
ための支援も含めたネットワークを
構築し、障害者の就労支援を進め
ているため、良好に進んでいると
評価できる。

 
効
率
化

地域での就労を希望する障害者も
多くいるため、障害者雇用に対す
る区内の企業や商業団体などの
ニーズや状況を把握し、普及・啓
発活動に取組む。

健
康
福
祉
事
業
本
部

福
祉
部



平成２３年度　施 策 評 価 統 括 表
分野

施策
番号

施　策　名
〔実績〕 〔現状〕 〔目標〕 〔目標〕

政策
番号

上 位 政 策 名 ２０年度 ２２年度 ２３年度 ２６年度 成果
経費
比較

総合
評価 総合評価の内容

ね
ら
い

内容

評   価 改革・改善案

【２　健康と福祉分野　高齢者や障害者などだれもが安心して暮らせる社会を実現する】

施策の
目指す状態

成果指標・経費・コスト指標
単
位

部
名

成
果
指
標

①
グループホームやケア
ホームの利用者数

人 185 217 255 360

成
果
指
標

②
手話通訳者養成講習会課
程修了者の割合

％ 80.5 68.4 70.0 70.0

成
果
指
標

③

総経費 千円 ― 3,443,700 3,746,728 ―

（上記のうち、人件費） 千円 ― 222,880 222,880 ―

指標１
　区民１人あたりの経費

円 ― 4,861 ― ―

％ ― 1.6 ― ―

会計名 ― 一般会計 ― ―

成
果
指
標

①
自立支援プログラムに基
き支援をした延べ人数

人 1,072 1,722 1,800 1,800

成
果
指
標

②

成
果
指
標

③

総経費 千円 ― 29,399,414 33,166,932 ―

（上記のうち、人件費） 千円 ― 1,076,400 1,080,000 ―

指標１
　区民１人あたりの経費

円 ― 41,496 ― ―

％ ― 13.3 ― ―

会計名 ― 一般会計 ― ―

№254
障害者の社会生活
を支援する

障害者が地域の中
で生活を豊かに送
ることができる状
態をめざし、地域
で暮らし続けるた
めの、グループ
ホーム等の生活基
盤の整備を図ると
ともに、コミュニ
ケーション支援事
業、移動支援事業
等のサービス提供
を進め、障害者の
社会参加を促進す
るため。

Ａ

指標２
　区決算額に占める割合

№25
障害者が自立して
生活できるよう支
援する

経
費

コ
ス
ト
指
標

Ａ Ａ

自立支援法の施行と数度にわたる
改正により、障害者施策が地域生
活中心の施策として位置づけられ
てきた。区において、こうした情勢
に合わせて、財政措置を取ってき
たことにより、障害者が地域で暮ら
し続けるため・社会参加を進める
ための社会的同意の深まりや基盤
整備が進んでいる。

 
成
果
の
向
上

平成22年度12月10日に公布され
た障害者自立支援法の改正によ
り、地域における自立した生活の
ための支援の充実を図ることを目
的に、グループホーム・ケアホーム
利用時の居住に要する費用の助
成が23年10月から実施されること
となった。東京都は既に独自に家
賃助成を実施しているところである
が、自立支援法として居住の助成
が制度化されることで、一層の事
業充実が期待される。
手話通訳養成講習についても、修
了者の目標値を達成しつつ、コミュ
ニケーション支援事業として活躍
できる人材の養成に努めていく。

健
康
福
祉
事
業
本
部

福
祉
部

№261
生活安定に向けた
自立支援を行う

最低生活の保障を
行うとともに生活
困窮者の自立を支
援するため

Ａ

指標２
　区決算額に占める割合

№26 生活の安定を図る

生活保護世帯の持つ課題に対し、
さらに自立に向けた支援の充実を
図る仕組みを検討する。
①子どもの貧困の連鎖解消のた
めの支援
②高齢者世帯の日常生活の自立
に向けた支援
③ホームレスに対する居宅生活安
定化に向けた支援

健
康
福
祉
事
業
本
部

福
祉
部

経
費

コ
ス
ト
指
標

Ａ Ａ

成果指標上、目標を大幅に上回る
結果となった。また、複雑化・多様
化した生活保護世帯の課題に対
応するため、各種自立支援プログ
ラムを実施するにあたっては、専
門の経験や知識を持つ職員を非
常勤や委託により配置するなど、
支援の充実が図った。

 
成
果
の
向
上



平成２３年度　施 策 評 価 統 括 表

分野

施策
番号

施　策　名
〔実績〕 〔現状〕 〔目標〕 〔目標〕

政策
番号

上 位 政 策 名 ２０年度 ２２年度 ２３年度 ２６年度 成果
経費
比較

総合
評価 総合評価の内容

ね
ら
い

内容

成
果
指
標

①
新たに協働を開始（拡
充）した事業数

事業 8 5 5

成
果
指
標

②

成
果
指
標

③

総経費 千円 ― 197,209 231,306 ―

（上記のうち、人件費） 千円 ― 99,600 104,400 ―

指標１
　区民１人あたりの経費

円 ― 278 ― ―

％ ― 0.1 ― ―

会計名 ― 一般会計 ― ―

成
果
指
標

①
昼間委託を実施している
地区区民館の数

館 8 14 19 22

成
果
指
標

②

成
果
指
標

③

総経費 千円 ― 1,815,352 1,641,824 ―

（上記のうち、人件費） 千円 ― 680,000 632,000 ―

指標１
　区民１人あたりの経費

円 ― 2,562 ― ―

％ ― 0.8 ― ―

会計名 ― 一般会計 ― ―

評   価 改革・改善案

【３　区民生活と産業分野　にぎわいとやすらぎのあるまちを創る】

施策の
目指す状態

成果指標・経費・コスト指標
単
位

部
名

№311
地域コミュニティ
を活性化し、協働
を推進する

区民の暮らしの基
盤となる地域コ
ミュニティの活性
化を図るととも
に、練馬区区民と
の協働を推進する
ために必要な環境
を整備し、基本構
想の区政経営の基
本姿勢の一つに掲
げる「区民と区と
の協働のまちづく
り」を進めるた
め。

Ａ Ａ Ａ

　・区民や地域活動団体の意見を
適切に取り入れることができた。
　・目標値を超える成果を得られ
た。

 
成
果
の
向
上

　・協働事業提案制度について
は、団体と区の双方が協働のプロ
セスや事業の成果を検証・評価を
行うとともに、区民協働推進会議
において評価を行うための「協働
事業評価制度」を創設する。
　・その評価結果を踏まえ、制度や
事業の進め方等について改善を
図りながら協働を推進していく。
　・町会・自治会、NPO・ボランティ
ア団体に協働事業提案制度の周
知、相談を進めていく。

区
民
生
活
事
業
本
部

№31
まちの地域力を高
める

経
費 産

業
地
域
振
興
部

コ
ス
ト
指
標

指標２
　区決算額に占める割合

№312
地域活動を支える
情報・機会・場の
提供を行なう

地域集会施設が、
地域の特性を活か
した施設運営が行
われ、地域活動へ
の参加のきっかけ
づくりや自主的活
動の場として十分
に活用されること
で、地域活動を活
性化するため。

Ａ

指標２
　区決算額に占める割合

№31
まちの地域力を高
める

経
費

コ
ス
ト
指
標

Ａ Ａ

地区区民館の管理運営委託拡大
について、平成21年度、22年度と、
計画を上回る施設数で実施され
た。これに伴い区と運営委員会・協
議会との共同事業数が増加するな
ど、区民との共同による地域活性
化は順調に進んでいる。

 
成
果
の
向
上
・
効
率
化

・地区区民館および地域集会所の
協働を推進する。
・平日昼間を含む管理運営委託が
なされた施設については、協働の
担い手である運営委員会・協議に
対し情報、ノウハウを積極的に提
供するなど、引き続き支援を強化
していく。
・区民ホールの運営について、モ
ニタリング等により指定管理者の
効率的な運営を徹底する。

区
民
生
活
事
業
事
業
本
部

産
業
地
域
振
興
部



平成２３年度　施 策 評 価 統 括 表

分野

施策
番号

施　策　名
〔実績〕 〔現状〕 〔目標〕 〔目標〕

政策
番号

上 位 政 策 名 ２０年度 ２２年度 ２３年度 ２６年度 成果
経費
比較

総合
評価 総合評価の内容

ね
ら
い

内容

評   価 改革・改善案

【３　区民生活と産業分野　にぎわいとやすらぎのあるまちを創る】

施策の
目指す状態

成果指標・経費・コスト指標
単
位

部
名

成
果
指
標

①
アニメ関連企業の従業者
数

人 1,980 2,106 2,200 2,500

成
果
指
標

②

成
果
指
標

③

総経費 千円 ― 104,146 126,855 ―

（上記のうち、人件費） 千円 ― 24,000 32,000 ―

指標１
　区民１人あたりの経費

円 ― 147 ― ―

％ ― 0.0 ― ―

会計名 ― 一般会計 ― ―

成
果
指
標

①
都の倒産件数に占める区
内倒産件数の割合

％ 2.28 2.47 2.22 2.16

成
果
指
標

②
区内中小企業の景況DIと
都内全体との比較

ポ
イ
ン
ト

6.21 5.15 4.24 4.24

成
果
指
標

③

総経費 千円 ― 1,488,050 1,670,784 ―

（上記のうち、人件費） 千円 ― 56,240 63,040 ―

指標１
　区民１人あたりの経費

円 ― 2,100 ― ―

％ ― 0.7 ― ―

会計名 ― 一般会計 ― ―

№321
練馬区の特徴的な
産業を支援する

区の特徴的な産業
を戦略的に強化・
育成することによ
り、波及効果によ
る区内産業全体の
活性化と、区民の
地域への誇りの醸
成を図るため

Ａ

指標２
　区決算額に占める割合

№32
経済活動を活発に
する

経
費

コ
ス
ト
指
標

Ａ Ａ

・練馬区基本構想における「ねりま
未来プロジェクト」や「練馬区地域
共存型アニメ産業集積活性化計
画」に沿った事業展開が図られて
いる。
・アニメ関連企業の従業者数は増
加しているが、東京都や国全体で
見ると減少傾向にあるなど予断を
許さない状況であり、今後計画的
に実施される企業誘致策の効果が
期待される。

 
成
果
の
向
上
・
効
率
化

・２３年度で「練馬区地域共存型ア
ニメ産業集積活性化計画」の前期
が完了するため、実施結果の評価
を行うとともに、引き続き計画に基
づいて後期事業を着実に実施して
いく。

・アニメ産業集積の強化を図るた
め、関連する企業へ営業活動を展
開するなど、具体的に企業誘致に
取り組む。

・東京都の創造的都市型産業集
積創出助成事業による補助が２３
年度で終了するため、国や東京都
等の新たな財源の確保を図るとと
もに、効率的な事業実施を目指
す。

区
民
生
活
　
事
業
本
部

　
産
業
地
域
振
興
　
部

№322
中小企業の経営を
支援する

区内中小企業の経
営の安定と向上を
図るため

Ａ

指標２
　区決算額に占める割合

№32
経済活動を活発に
する

経
費

コ
ス
ト
指
標

Ａ Ａ

経済環境が激変している中にあっ
て、東京都の景況ＤＩに比して、区
内の景況ＤＩが５ポイント以上プラ
スであり、良好にすすんでいる。

 
成
果
の
向
上

下記の施策を実施することにより、
区内中小事業者の経営の安定と
向上を促し、区内産業の振興を図
る。
①区内中小事業の経営状況等を
把握し、必要に応じて事業者の
ニーズに即した制度の改善を行
う。
②区が推奨する地球温暖化等環
境対策や特徴的な産業であるアニ
メ産業への支援など、地域経済の
活性化に資する分野の支援を充
実する。
③区内事業者および団体の活動
を総合的に支援するための中核
的な産業振興の拠点整備を進め
る。

区
民
生
活
事
業
本
部

産
業
地
域
振
興
部



平成２３年度　施 策 評 価 統 括 表

分野

施策
番号

施　策　名
〔実績〕 〔現状〕 〔目標〕 〔目標〕

政策
番号

上 位 政 策 名 ２０年度 ２２年度 ２３年度 ２６年度 成果
経費
比較

総合
評価 総合評価の内容

ね
ら
い

内容

評   価 改革・改善案

【３　区民生活と産業分野　にぎわいとやすらぎのあるまちを創る】

施策の
目指す状態

成果指標・経費・コスト指標
単
位

部
名

成
果
指
標

①
区内中小事業所の従業員
数

人 159,909 173,712 161,109 161,830

成
果
指
標

②

成
果
指
標

③

総経費 千円 ― 225,434 237,614 ―

（上記のうち、人件費） 千円 ― 7,760 7,760 ―

指標１
　区民１人あたりの経費

円 ― 318 ― ―

％ ― 0.1 ― ―

会計名 ― 一般会計 ― ―

成
果
指
標

① 消費者講座等の参加者数 人 823 1,176 960 1,030

成
果
指
標

②

成
果
指
標

③

総経費 千円 ― 124,112 128,473 ―

（上記のうち、人件費） 千円 ― 28,000 28,000 ―

指標１
　区民１人あたりの経費

円 ― 175 ― ―

％ ― 0.6 ― ―

会計名 ― 一般会計 ― ―

№323
中小企業の勤労者
と就労を支援する 働く人の福利厚生

等を向上させると
ともに、区内中小
事業所への就労を
支援することによ
り、雇用を確保
し、区内企業の経
営の安定化を図る
ため

Ａ

指標２
　区決算額に占める割合

№32
経済活動を活発に
する

経
費

コ
ス
ト
指
標

Ａ Ａ

事業ＰＲが浸透してきており、各事
務事業が良好に活用されている。
引き続き産業経済団体とも連携し
て、さらなるＰＲについて検討して
いく必要がある。

 
成
果
の
向
上

現行の事務事業のＰＲおよび取組
をさらに充実・拡充させる。

区
民
生
活
事
業
本
部

産
業
地
域
振
興
部

№324
消費者の自立を支
援する 消費者へのより充

実した啓発と、消
費者が積極的に消
費生活に係る知識
や情報を習得する
機会を提供するこ
とにより、消費者
が安全で安心な生
活を送るため

Ａ

指標２
　区決算額に占める割合

№32
経済活動を活発に
する

経
費

コ
ス
ト
指
標

Ａ Ａ

①消費者講座等の参加者数を増
やすための取組に効果が見られ
た。

②消費生活相談で受付けた、自転
車用幼児座席の重大事故情報を
法に基づき、消費者庁に通知、公
表された。その結果、製造業者が
製品のリコールを行い、今後の同
種事故の未然防止につなげること
ができた。また、相談件数も前年を
上回り、消費生活センターや相談
事業のPRの効果があったと思わ
れる。

 
成
果
の
向
上

①引き続き魅力ある啓発事業の企
画に努め、消費者講座等への参
加者増に取り組む。

②啓発事業ならびに消費生活相
談事業のPRを強化し、消費生活セ
ンター認知度を上げる。

③効果的な啓発用資料作成に取
り組む。

区
民
生
活
事
業
本
部

産
業
地
域
振
興
部



平成２３年度　施 策 評 価 統 括 表

分野

施策
番号

施　策　名
〔実績〕 〔現状〕 〔目標〕 〔目標〕

政策
番号

上 位 政 策 名 ２０年度 ２２年度 ２３年度 ２６年度 成果
経費
比較

総合
評価 総合評価の内容

ね
ら
い

内容

評   価 改革・改善案

【３　区民生活と産業分野　にぎわいとやすらぎのあるまちを創る】

施策の
目指す状態

成果指標・経費・コスト指標
単
位

部
名

成
果
指
標

①
農業体験農園の施設整備
数

園 14 16 17 20

成
果
指
標

② 「認定農業者」の認定 人 20 10

総経費 千円 ― 172,471 186,587 ―

（上記のうち、人件費） 千円 ― 79,200 80,800 ―

指標１
　区民１人あたりの経費

円 ― 243 ― ―

％ ― 0.1 ― ―

会計名 ― 一般会計 ― ―

成
果
指
標
①

商店街におけるイベント
事業の実施数

事業 163 163 170 178

成
果
指
標
②

区内商業の年間販売額 円 11,529億 12,163億

成
果
指
標
③

総経費 千円 ― 202,825 274,225 ―

（上記のうち、人件費） 千円 ― 27,200 27,200 ―

指標１
　区民１人あたりの経費

円 ― 286 ― ―

％ ― 0.1 ― ―

会計名 ― 一般会計 ― ―

経
費

コ
ス
ト
指
標

Ａ

№325
都市農地を保全し
都市農業を支援す
る

区の特徴的な産業
のひとつである農
業について、都市
農業・農地の多面
的機能を強化する
とともに、区内農
業者の経営の安定
化に繋がる施策を
実施することで都
市農地を保全し、
区内産業の活発化
を図るため。

Ａ

指標２
　区決算額に占める割合

№32
経済活動を活発に
する

Ａ

・各事務事業について概ね目標が
達成されていることから、施策の実
現に向け引き続き事業を実施して
いく。
・平成23年２月に策定した練馬区
農業振興計画の施策体系に基づ
き見直し等を行った農業者に対す
る支援事業について、関係団体と
意見交換等を実施し、より効率
的、効果的な支援を行っていく。
・区民に農とふれあう機会を提供
する農園事業について、運営方法
や事業のあり方について検討す
る。

区
民
生
活
事
業
本
部

産
業
地
域
振
興
部

計画した経費のなかで効率的に事
業実施を行い、事務事業の目標は
概ね達成されるなど、区内農業者
の経営の安定化および農地の保
全が図られている。また、農への
関心の高まりと農とのふれあう機
会を創出する事業の実施により、
住民の農への理解が促進されて
いる。
　これらのことから、施策の実現に
向け良好に進んでいる。

 
成
果
の
向
上
・
効
率
化

№326
魅力的な商店街づ
くりを進める

商店街における消
費の拡大を目指
し、区民が身近な
場所で楽しく、安
全に買い物ができ
る環境を商店会が
主体的に整備し、
それにより商店街
の活性化が図られ
ることを支援する
ため

Ｂ

指標２
　区決算額に占める割合

№32
経済活動を活発に
する

経
費

(

継
続
支
援

)コ
ス
ト
指
標

Ａ Ａ

商店街自らがＡＥＤの設置や、案
内看板の設置など補助事業を活
用し、区民にとって快適で安全な
買い物環境の整備に努めた。ま
た、空き店舗を利用した産直イベ
ントの実施や入居促進事業の対象
件数を増やすことで空き店舗対策
に対して一定の効果をもたらすとと
もに、街のにぎわいづくりに寄与し
た。

 
そ
の
他

高齢化の進行により、より身近な場所
で買い物ができる商店街の必要性は
今後益々高まるであろう中、景気の低
迷や後継者問題など様々な要因で店
舗数が減少し、その結果、商店街の多
くが以前のような活気が少なくなってき
ている。商店街は区民の生活を支える
もっとも身近な経済拠点であり、地域
コミュニティの核としての機能も有して
いる。
そのため、商店街の活気をとりもどし
魅力ある商店街づくりを支援すること
は、区民の生活をより豊かにするうえ
で欠かせないものである。
今後も商店街の自主的な活動を以下
の観点から支援していく。
①商店会が自主的に実施する中元・
歳末の売出しや空き店舗を活用した
産直販売など、活性化に向けたイベン
ト開催等への支援
②快適な買い物環境の向上に向けた
施設整備等への支援
③連合会・商店会組織への加入およ
び協力を促進する活動への支援

区
民
生
活
事
業
本
部

産
業
地
域
振
興
部



平成２３年度　施 策 評 価 統 括 表

分野

施策
番号

施　策　名
〔実績〕 〔現状〕 〔目標〕 〔目標〕

政策
番号

上 位 政 策 名 ２０年度 ２２年度 ２３年度 ２６年度 成果
経費
比較

総合
評価 総合評価の内容

ね
ら
い

内容

評   価 改革・改善案

【３　区民生活と産業分野　にぎわいとやすらぎのあるまちを創る】

施策の
目指す状態

成果指標・経費・コスト指標
単
位

部
名

成
果
指
標

①
まちあるき観光スポット
の来場者数

万人 91 125 97 102

成
果
指
標

②

成
果
指
標

③

総経費 千円 ― 137,808 140,812 ―

（上記のうち、人件費） 千円 ― 32,000 32,000 ―

指標１
　区民１人あたりの経費

円 ― 195 ― ―

％ ― 0.1 ― ―

会計名 ― 一般会計 ― ―

成
果
指
標

①

文化芸術・生涯学習施設
利用者数および同事業参
加者数

人 1,491,771 1,717,495 1,645,000 1,900,000

成
果
指
標

②

成
果
指
標

③ 会計名

総経費 千円 ― 2,055,361 2,704,337 ―

（上記のうち、人件費） 千円 ― 369,600 364,000 ―

指標１
　区民１人あたりの経費

円 ― 2,901 ― ―

％ ― 0.9 ― ―

会計名 ― 一般会計 ― ―

№327
まち歩き観光を推
進する

にぎわいの創出に
よる地域経済の活
性化および愛着と
誇りのも持てるふ
るさとづくりを実
現するため

Ａ

指標２
　区決算額に占める割合

№32
経済活動を活発に
する

経
費

コ
ス
ト
指
標

Ａ Ａ

成果指標の目標を達成するととも
に、駅前観光案内板整備を計画に
基づく整備目標を達成した（工事
中の石神井公園駅を除く）。
支援する観光協会の事業におい
も、キャンペーンがテレビ・新聞で
大きく報道され、練馬「農」の魅力
の発信、誘客面で非常に大きな効
果が得られた。

 
成
果
の
向
上

　26年度までに、石神井公園駅周
辺部への観光案内所開設、練馬
駅北口（仮）産業振興会館内の産
業・観光情報ＰＲ機能をもつスペー
ス設置や、日銀運動場の公園整
備などが予定されている。
　23～24年度はこれらのハード整
備予定を踏まえて、効果的な観光
振興事業が展開できるよう、既存
の練馬区観光案内所、練馬区観
光協会との機能・役割分担を検討
する。

区
民
生
活
事
業
本
部

産
業
地
域
振
興
部

№331
区民の文化芸術・
生涯学習活動を支
援する

区民の文化芸術の
振興を図り、生涯
各期における「と
もに学びあう活
動」を支援するた
め

Ａ

指標２
　区決算額に占める割合

№33
文化芸術・生涯学
習、スポーツ活動
を活発にする

経
費

コ
ス
ト
指
標

Ａ Ａ

①文化芸術・生涯学習施設利用者
数および同事業参加者数が目標
の数値を上回っている。
②石神井公園ふるさと文化館が平
成22年３月に開館し、利用できる
施設が増加し目標値を上方修正し
たが、目標値を上回る施設利用お
よび事業参加があった。

 
成
果
の
向
上

①区民の文化芸術・生涯学習活動や
交流が活発化し、仲間づくりや地域活
動に広がっていくよう、さらなる事業展
開を図る。
②区民の文化芸術・生涯学習活動の
場の充実を図るために、だれでも利用
しやすい施設運営、施設整備を行う。
特に、旧光が丘第五小学校を活用し、
青少年が音楽や演劇を活発に練習で
きる音楽・演劇練習場を整備する。
③区民の文化芸術・生涯学習活動が
より活発化するよう、大学等教育研究
機関や文化振興団体、地域活動団体
との連携を図り、区民の文化芸術・生
涯学習の機会の充実を図る。
④多様な主体によって行われている
文化芸術・生涯学習情報の収集に努
め、区内の文化芸術・生涯学習に関す
る情報の提供のシステムを整備する。
また、個人の学習成果が地域活動に
つながるよう地域活動情報や地域人
材情報の収集・提供のシステムを検討
する。

教
育
委
員
会

生
涯
学
習
部



平成２３年度　施 策 評 価 統 括 表

分野

施策
番号

施　策　名
〔実績〕 〔現状〕 〔目標〕 〔目標〕

政策
番号

上 位 政 策 名 ２０年度 ２２年度 ２３年度 ２６年度 成果
経費
比較

総合
評価 総合評価の内容

ね
ら
い

内容

評   価 改革・改善案

【３　区民生活と産業分野　にぎわいとやすらぎのあるまちを創る】

施策の
目指す状態

成果指標・経費・コスト指標
単
位

部
名

成
果
指
標

①
区立図書館の区民1人当
たりの蔵書冊数

冊 2 2 2 2

成
果
指
標

②
区立図書館における講習
会の参加人数

人 1,393 1,664 1,800 2,050

成
果
指
標

③

総経費 千円 ― 1,957,093 2,122,812 ―

（上記のうち、人件費） 千円 ― 524,800 500,800 ―

指標１
　区民１人あたりの経費

円 ― 2,762 ― ―

％ ― 0.9 ― ―

会計名 ― 一般会計 ― ―

成
果
指
標
①

週１回以上スポーツを行
う成人の割合

％ 46.2 － 60.0 60.0

成
果
指
標
②

区立スポーツ施設の年間
利用者数

万人 174 211 231 231

成
果
指
標
③

総合型地域スポーツクラ
ブ（ＳＳＣ）の会員数

人 2,846 3,732 4,000 4,000

総経費 千円 ― 1,667,239 1,788,747 ―

（上記のうち、人件費） 千円 ― 220,000 221,600 ―

指標１
　区民１人あたりの経費

円 ― 2,353 ― ―

％ ― 0.8 ― ―

会計名 ― 一般会計 ― ―

№332
読書活動を支援す
る

区民が生涯にわ
たって学習活動に
親しむために必要
な支援体制を整備
し、生涯学習社会
を実現するため。

Ａ

指標２
　区決算額に占める割合

№33
文化芸術・生涯学
習、スポーツ活動
を活発にする

経
費

コ
ス
ト
指
標

Ａ Ａ

①改修後の石神井図書館の集密
書架を活用すること等により蔵書
数の拡充は計画的に進んでいる。

②講習会の参加人数については、
目標値にわずかに達していないが
着実に目標に向かって増加してい
る。

 
成
果
の
向
上

①今後も蔵書拡充計画に基づき
蔵書冊数の増加に取り組み、資料
の充実に努める。

②子ども読書活動推進計画に基
づき、講習会の実施のほか、児
童・青少年向けの啓発事業をより
一層進める。

教
育
委
員
会

生
涯
学
習
部

№333
スポーツ活動を支
援する

区民のだれもが、
それぞれの体力や
年齢・技術・興
味・目的に応じ
て、身近な地域で
「いつでも、どこ
でも、いつまで
も」スポーツに親
しめる心豊かでう
るおいのある生涯
スポーツ社会と、
スポーツが盛ん
な、活気あふれる
まち“ねりま”を
実現するため

Ａ

指標２
　区決算額に占める割合

№33
文化芸術、生涯学
習、スポーツ活動
を活発にする

経
費

コ
ス
ト
指
標

Ａ Ａ

①定期的にスポーツを行っている
区民の数は増加傾向にあることか
ら、今後も「スポーツ振興基本計
画」に基づき、効率的および総合
的に施策を進めていく必要があ
る。
②区が主催するスポーツ教室やＳ
ＳＣが行う事業は安価な費用で気
軽に参加することができることから
今後も充実させていく。

 
効
率
化

①スポーツ施設の維持管理の効率化
を図るため、スポーツ振興課が所管す
る地域体育館(総合体育館を除く)、庭
球場や野球場等の屋外運動場の計16
施設をその所在地により豊玉地区・光
が丘地区・石神井地区・大泉地区の4
ブロックに分け、各ブロック毎に指定管
理者制度を平成23年4月を目途に導
入する。
② 平成18年度に開始したジュニアス
ポーツ・アクションプラン事業は、活動
場所の確保、参加者の減少等で新た
な事業展開が難しいため、今後はジュ
ニアに限定せず幅広い年齢層を対象
にした事業や、トップアスリートを指導
者に呼ぶなどの事業の検討する。
③より多くの区民がスポーツ教室に参
加できるよう、区のホームページを活
用して、スポーツ教室についての広報
活動を充実させていく。
④総合体育館改築および運営にあ
たっては、ＰＦⅠや指定管理者制度等
の民間活力を導入を検討する。

教
育
委
員
会

生
涯
学
習
部



平成２３年度　施 策 評 価 統 括 表

分野

施策
番号

施　策　名
〔実績〕 〔現状〕 〔目標〕 〔目標〕

政策
番号

上 位 政 策 名 ２０年度 ２２年度 ２３年度 ２６年度 成果
経費
比較

総合
評価 総合評価の内容

ね
ら
い

内容

評   価 改革・改善案

【３　区民生活と産業分野　にぎわいとやすらぎのあるまちを創る】

施策の
目指す状態

成果指標・経費・コスト指標
単
位

部
名

成
果
指
標

①
文化財・伝統文化に関す
る普及啓発事業参加率

％ 81.5 100 88.0 100

成
果
指
標

②
保護、周知される文化財
数（総計）

点 183 187 191 205

成
果
指
標

③

総経費 千円 ― 45,728 55,404 ―

（上記のうち、人件費） 千円 ― 32,000 32,000 ―

指標１
　区民１人あたりの経費

円 ― 65 ― ―

％ ― 0.0 ― ―

会計名 ― 一般会計 ― ―

成
果
指
標

① 交流会等参加者数 人 865 834 890 920

成
果
指
標

②

成
果
指
標

③

総経費 千円 ― 33,794 40,738 ―

（上記のうち、人件費） 千円 ― 20,000 20,000 ―

指標１
　区民１人あたりの経費

円 ― 48 ― ―

％ ― 0.0 ― ―

会計名 ― 一般会計 ― ―

№334
文化財を保存･活
用・継承する

地域に残る有形・
無形文化財を再認
識し、それを伝え
ていく中で、地域
の歴史や風習に対
する理解を深める
とともに、文化財
の保護･保存に努
め、文化財や伝統
文化の活用・継承
を図るため。

Ａ

指標２
　区決算額に占める割合

№33
文化芸術・生涯学
習、スポーツ活動
を活発にする

経
費

コ
ス
ト
指
標

Ａ Ａ

①区民の文化財や伝統文化に対
する関心が高まっている。
②さまざまな啓発事業を実施した
ことにより、文化財保護の重要性
を区民に周知することができた。
③文化財の指定・登録件数は、目
標値の９８．４％を達成した。

 
成
果
の
向
上

①学校等に保管している埋蔵文化
財（土器・石器類）の整理と活用を
図る。
②平成２３年度に実施する文化財
総合調査の結果を基に、登録文化
財の候補を検討する。
③非公開の指定・登録文化財を所
有者と協議しながら、石神井公園
ふるさと文化館と連携
　 し公開していくことを検討する。
④出土した土器や石器類の整理・
保管のための収蔵場所の確保を
検討する。

教
育
委
員
会

生
涯
学
習
部

№335
多様な文化・社会
への理解を進める 言葉や習慣の違い

を超えた相互理
解・相互協力の必
要性が高まってお
り、海外との交流
や区内に住む外国
人との相互理解と
交流や協働を一層
進める。

Ａ

指標２
　区決算額に占める割合

№33
文化芸術・生涯学
習、スポーツ活動
を活発にする

経
費

コ
ス
ト
指
標

Ａ Ａ

講座や多文化交流事業等も活発
で、地域の共生に向けた意識が高
まりつつある。また、海外友好都市
との相互理解が進み、区民の国際
交流・国際協力への意識も高まり
つつある。

 
成
果
の
向
上

・国際交流と多文化共生について
の基本方針を策定し、区の方向性
を明確にする（平成23年度）。
・旧光が丘第五小学校を活用し、
多文化共生事業を展開するため
の施設を整備する（平成24年度開
館予定）。

事
業
本
部

総
務
部



平成２３年度　施 策 評 価 統 括 表

分野

施策
番号

施　策　名
〔実績〕 〔現状〕 〔目標〕 〔目標〕

政策
番号

上 位 政 策 名 ２０年度 ２２年度 ２３年度 ２６年度 成果
経費
比較

総合
評価 総合評価の内容

ね
ら
い

内容

評   価 改革・改善案

【３　区民生活と産業分野　にぎわいとやすらぎのあるまちを創る】

施策の
目指す状態

成果指標・経費・コスト指標
単
位

部
名

成
果
指
標

①
「防犯・防火・防災」に
関する区民の満足度

％ 54.1 58.8 60.0 60.0

成
果
指
標

②
区民１万人あたりの犯罪
発生件数

件数 134  （速報値）122 140 135

成
果
指
標

③

総経費 千円 ― 197,859 219,244 ―

（上記のうち、人件費） 千円 ― 40,000 40,000 ―

指標１
　区民１人あたりの経費

円 ― 279 ― ―

％ ― 0.1 ― ―

会計名 ― 一般会計 ― ―

成
果
指
標

①
防災リーダーの育成講習
修了者

人 81 81 250 400

成
果
指
標

②
防災訓練、講習会などに
参加した区民の数

人 － 69,470 72,944 参加者増

成
果
指
標

③ 会計名

総経費 千円 ― 725,524 689,658 ―

（上記のうち、人件費） 千円 ― 193,600 208,000 ―

指標１
　区民１人あたりの経費

円 ― 1,024 ― ―

％ ― 0.3 ― ―

会計名 ― 一般会計 ― ―

№341
犯罪等に対する態
勢を強化する

区民の誰もが安心
して暮らせるまち
をつくるため

Ａ

指標２
　区決算額に占める割合

№34
安全で安心な区民
生活を支える態勢
を整える

経
費

コ
ス
ト
指
標

Ａ Ａ

長期計画掲載の成果指標達成率
98％であり、予算執行についても
適切に行われており、良好に進ん
でいる。

 
成
果
の
向
上

①警察など関係組織との連携を強
化する。

②防犯意識の向上にむけた啓発
活動を実施する。

③区民による安全・安心パトロー
ル活動を支援する。

危
機
管
理
室

№342
自然災害に対する
態勢を強化する

自助（自分や家族
の生命や身体を守
る）、共助（自分
たちのまちは自分
たちで守る）、公
助（公的機関の災
害対応）のそれぞ
れが災害対応力を
高めるとともに連
携し、平時から災
害に強いまちづく
りを実現するため

Ａ

指標２
　区決算額に占める割合

№34
安全で安心な区民
生活を支える態勢
を整える

経
費

コ
ス
ト
指
標

Ａ Ａ

①東日本大震災が大きく影響して
いるが、防災あっせん用品が品切
れになっていること、飲料水などの
買いだめがあったこと等から個人
の災害に備える意識は高まってい
る。
②区民防災組織の会合では、東日
本大震災の際、個人でどのような
行動をとったか、それを踏まえ各組
織で次に大きな地震が発生した場
合どのように行動するかについて
活発に議論されている。
③地域防災無線のデジタル化、六
署会議の定例化、避難拠点の備
蓄物資に関する課題提起などを
行った。また、東日本大震災から
得られた教訓について、検証を始
めている。

 
成
果
の
向
上

①区民防災組織に対する支援を
強化する。内容：活動が活発な組
織に対する訓練助成金の増、活動
が低調な避難拠点に対する様々
な働きかけ、訓練等で使用する物
資等の提供、防災講話の実施、会
員募集に関するビラの作成等。
②区職員に対する防災意識向上
の働きかけを強化する。
内容：一般職員研修、緊急初動要
員研修

危
機
管
理
室



平成２３年度　施 策 評 価 統 括 表

分野

施策
番号

施　策　名
〔実績〕 〔現状〕 〔目標〕 〔目標〕

政策
番号

上 位 政 策 名 ２０年度 ２２年度 ２３年度 ２６年度 成果
経費
比較

総合
評価 総合評価の内容

ね
ら
い

内容

評   価 改革・改善案

【３　区民生活と産業分野　にぎわいとやすらぎのあるまちを創る】

施策の
目指す状態

成果指標・経費・コスト指標
単
位

部
名

成
果
指
標

①
区民の平和に対する意識
の高さ

％ － 95.0 98.0 98.0

成
果
指
標

② 参加人数 人 1,284 1,360 1,486 1,486

成
果
指
標

③

総経費 千円 ― 3,096 3,200 ―

（上記のうち、人件費） 千円 ― 1,600 1,600 ―

指標１
　区民１人あたりの経費

円 ― 4 ― ―

％ ― 0.6 ― ―

会計名 ― 一般会計 ― ―

成
果
指
標

①
区民の人権に対する意識
の高さ

％ 65.9 － 70.0 70.0

成
果
指
標

②

性別によって社会での役
割が決定されることを良
くないと考える区民およ
び職員の割合

％ <79.5> <81.0> 70.0 70.0

成
果
指
標

③

総経費 千円 ― 138,235 137,369 ―

（上記のうち、人件費） 千円 ― 59,200 59,200 ―

指標１
　区民１人あたりの経費

円 ― 195 ― ―

％ ― 0.1 ― ―

会計名 ― 一般会計 ― ―

№351
平和を尊ぶ心をは
ぐくむ

平和の大切さ、尊
さに思いを寄せ、
恒久的な平和の実
現を祈念する機会
を提供するため

Ｂ

指標２
　区決算額に占める割合

№35
平和と人権を尊重
する

経
費

コ
ス
ト
指
標

Ａ Ｂ

事業の目的からすると区民が入場
料を負担することは困難であり、効
率性は低くなる。しかし、平和意識
の高揚を図ることは、区としての責
務である。
今後、より多くの区民参加を実現
するために事業の改善に努めてい
く。

 
成
果
の
向
上

①区民の平和意識の高揚を図る
ことは、区としての責務であり今後
とも継続していく。
②23年度は、「平和祈念パネル
展」を石神井庁舎でも実施する。
③コンサート終了時に意識調査を
実施し、今後の平和推進事業の改
善に役立てていく。

事
業
本
部

総
務
部

№352
人権の尊重と男女
共同参画を進める

さまざまな人権課
題について、正し
い知識を得ること
により差別や偏見
をなくすととも
に、固定的な性別
役割分担意識を解
消するため。

Ａ

指標２
　区決算額に占める割合

№35
平和と人権を尊重
する

・区民および区職員が人権尊重の
理解と認識を深め、個々が差別な
く尊重される地域を目指して引き
続き啓発を行う。
・男女共同参画社会の推進のた
め、区民等への啓発方法につい
て、常により効果的な方法を検討
し、実施していく。
・「練馬区配偶者暴力防止および
被害者支援基本計画」の第２次基
本計画を策定し、区民等への啓発
について、より効果的な方法を検
討し、被害者の潜在化を防止す
る。
・男女共同参画社会づくりの拠点
施設としての役割を担うために、男
女共同参画センターを維持し、事
業の継続・発展を図る。

総
務
部

経
費

コ
ス
ト
指
標

Ａ Ａ

①目標とした成果があがった。引
き続き、成果の向上に努める。
②経費増を伴うことなく、事業効果
をあげることができた。

 
成
果
の
向
上



平成２３年度　施 策 評 価 統 括 表

分野

施策
番号

施　策　名
〔実績〕 〔現状〕 〔目標〕 〔目標〕

政策
番号

上 位 政 策 名 ２０年度 ２２年度 ２３年度 ２６年度 成果
経費
比較

総合
評価 総合評価の内容

ね
ら
い

内容

成
果
指
標

①

市民緑地（憩いの森・街
かどの森）の年間新規開
設面積

㎡ 2,728 1,424 3,700 3,700

成
果
指
標

②
区立公園等の新規開設面
積

㎡ 1,335 27,532 15,000 1,700

成
果
指
標

③

総経費 千円 ― 6,624,923 6,707,310 ―

（上記のうち、人件費） 千円 ― 216,000 209,600 ―

指標１
　区民１人あたりの経費

円 ― 9,351 ― ―

％ ― 3.0 ― ―

会計名 ― 一般会計 ― ―

成
果
指
標

①

みどりのボランティア活
動がされている公園等の
数

か所 40 50 52 58

成
果
指
標

②
練馬みどりの葉っぴい基
金積立額（累計）

千円 329,031 562,512 500,000 760,000

成
果
指
標

③

総経費 千円 ― 163,967 280,218 ―

（上記のうち、人件費） 千円 ― 36,000 36,800 ―

指標１
　区民１人あたりの経費

円 ― 231 ― ―

％ ― 0.1 ― ―

会計名 ― 一般会計 ― ―

評   価 改革・改善案

【４　環境とまちづくり分野　環境と共生する快適なまちを形成する】

施策の
目指す状態

成果指標・経費・コスト指標
単
位

部
名

№411
ふるさとのみどり
を保全し、新たな
みどりをつくる

次世代にみどり豊
かな環境を引き継
ぐため、みどりを
継続して保全でき
る方策が必要なた
め

Ｂ Ａ Ｂ

①　対象となる樹林地や樹木の減
少、所有者の土地利用の考えなど
により単純に制度を適用できる対
象は減ってきている。

②　長期計画に基づき着実な多様
な公園整備を進めており、また日
常生活圏の公園整備についても、
まちづくり交付金等を利用して積極
的取得を進めている。

 
成
果
の
向
上

①新たな市民緑地の候補地整理
を行い、制度のPRを所有者に対
して行う。

②公園開設は、適正工期がとれ
るよう、適切な時期に発注する。
また、整備内容について区民意
見を聞く機会を設け、区民がより
満足する公園づくりを行う。

③保護樹木・保護樹林の所有者
への支援の充実等、制度の見直
しを含めた保全方針について検
討する。

④屋上緑化・壁面緑化を推進す
るため、最新の施工技術に見
合った助成金の交付要件につい
て検討する。

環
境
ま
ち
づ
く
り
事
業
本
部

№41
みどり豊かなまち
をつくる

経
費

環
境
部

コ
ス
ト
指
標

指標２
　区決算額に占める割合

№412
みどりを愛しはぐ
くむ活動を広げる 身近なみどりを広

げる活動への支援
やみどりのリサイ
クルの推進など、
多様な普及啓発活
動等を通じて、区
民によるみどりを
愛しはぐくむ活動
を広げるため

Ａ

指標２
　区決算額に占める割合

№41
みどり豊かなまち
をつくる

経
費

コ
ス
ト
指
標

Ａ Ａ

①　公園等の地域管理は着実に
増えている。

②　練馬みどりの機構の体制が強
化され、区と協働し募金活動が行
われている。

 
成
果
の
向
上
効
率
化

①平成22年４月１日練馬みどりの
機構が緑地管理機構となったこと
を受け、区民や事業者との協働を
進めるため、練馬みどりの機構の
樹林地管理について検討する。

②葉っぴい基金の拡大と緑化意
識の向上を図るため、新たなＰＲ
および募金方法を検討する。

③落ち葉のリサイクル事業で作ら
れた腐葉土の活用することによ
り、みどりのリサイクル活動を活
発にする。

④みどりを愛しはぐく普及啓発活
動として、平成24年度に牧野博士
生誕150周年の記念事業を行う。

環
境
ま
ち
づ
く
り
事
業
本
部

環
境
部



平成２３年度　施 策 評 価 統 括 表

分野

施策
番号

施　策　名
〔実績〕 〔現状〕 〔目標〕 〔目標〕

政策
番号

上 位 政 策 名 ２０年度 ２２年度 ２３年度 ２６年度 成果
経費
比較

総合
評価 総合評価の内容

ね
ら
い

内容

評   価 改革・改善案

【４　環境とまちづくり分野　環境と共生する快適なまちを形成する】

施策の
目指す状態

成果指標・経費・コスト指標
単
位

部
名

成
果
指
標

①

練馬区の温室効果ガスの
年間総排出量（CO2換
算）

ｔ 1,917,000 2,132,000 減少 1,857,000

成
果
指
標

②
地球温暖化対策住宅用設
備設置補助件数

件 173 773 557 557

成
果
指
標

③

総経費 千円 ― 85,017 93,398 ―

（上記のうち、人件費） 千円 ― 37,200 31,200 ―

指標１
　区民１人あたりの経費

円 ― 120 ― ―

％ ― 0.0 ― ―

会計名 ― 一般会計 ― ―

成
果
指
標
①

環境影響評価手続におけ
る区民周知の実施度合

％ 100 100 100 100

成
果
指
標
②

開発行為等における緑化基
準に対する緑化実施割合
※基準緑被面積＝みどりを
保護し回復する条例（みど
りを愛し守りはぐくむ条
例）による基準面積

％ 123.1 109.3 100 100

成
果
指
標
③

総経費 千円 ― 8,773 8,586 ―

（上記のうち、人件費） 千円 ― 8,000 8,000 ―

指標１
　区民１人あたりの経費

円 ― 12 ― ―

％ ― 0.0 ― ―

会計名 ― 一般会計 ― ―

№421

区民・事業者によ
る身近なところか
らの地球温暖化を
防止する

練馬区地球温暖化
対策地域推進計画
に基づき、区民・
事業者がそれぞれ
地球温暖化防止の
取り組みを進め、
練馬区全体の温室
効果ガス排出量の
削減するため

Ｂ

指標２
　区決算額に占める割合

№42
環境への負荷を低
減し、持続可能な
社会をつくる

経
費

コ
ス
ト
指
標

Ａ Ｂ

①個別事業は順調に推移している
ものの、電力の二酸化炭素排出係
数の変化により、温室効果ガス排
出量が大きく変動し、未達成となっ
ている。
②練馬区における温室効果ガス排
出抑制のポイントは、家庭部門の
エネルギー使用抑制であり、区の
みの対策では削減は困難である。

 
成
果
の
向
上

①電力の二酸化炭素排出係数の
増加により、目標が未達成となっ
ている現状に加え、東日本大震
災以降、原子力発電所の稼働率
は下降し続けている。節電への取
り組みをはじめとし、持続可能な
社会への形成と調和の取れたラ
イフスタイルの実現につなげる施
策を展開する必要がある。
②（仮称）練馬区版カーボン・オフ
セット制度の創設の検討を進め、
実施することにより、二酸化炭素
の排出削減を図る。

環
境
ま
ち
づ
く
り
事
業
本
部

環
境
部

№422
まちづくりで環境
に配慮する

まちづくりにおけ
る環境配慮が適切
に行われることに
より、まちづくり
に伴う環境への負
荷を適切にコント
ロールするため。

Ａ

指標２
　区決算額に占める割合

№42
環境への負荷を低
減し、持続可能な
社会をつくる

経
費

コ
ス
ト
指
標

Ａ Ａ

①環境影響評価制度、およびまち
づくり条例により、区の環境保全に
一定の成果を上げており、良好に
進んでいる。
②まちづくりに伴う環境への影響を
より幅広くコントロールしていく必要
が高まっており、現在の制度内
容、運用状況を検証し、練馬区に
ふさわしいまちづくり環境配慮制度
として運用していく必要がある。

 
効
率
化

①国や都の環境影響評価制度に
係る区の手続において、必要に
応じ、都などに制度、運用の一層
の改善を要望していく。
②区のまちづくり条例について、
事業者に対しては、手続がより効
率に行えるような体制づくりを、区
民の方に対しては、運用状況を
適正に公表していく体制づくりを
めざす。

環
境
ま
ち
づ
く
り
事
業
本
部

環
境
部



平成２３年度　施 策 評 価 統 括 表

分野

施策
番号

施　策　名
〔実績〕 〔現状〕 〔目標〕 〔目標〕

政策
番号

上 位 政 策 名 ２０年度 ２２年度 ２３年度 ２６年度 成果
経費
比較

総合
評価 総合評価の内容

ね
ら
い

内容

評   価 改革・改善案

【４　環境とまちづくり分野　環境と共生する快適なまちを形成する】

施策の
目指す状態

成果指標・経費・コスト指標
単
位

部
名

成
果
指
標

①
区の事務事業に伴う温室
効果ガス排出量（CO2）

ｔ 35,441 37,636 37,215 36,087

成
果
指
標

② 街路灯改良件数 基 300 300

成
果
指
標

③

総経費 千円 ― 16,370 75,481 ―

（上記のうち、人件費） 千円 ― 13,600 55,481 ―

指標１
　区民１人あたりの経費

円 ― 23 ― ―

％ ― 0.0 ― ―

会計名 ― 一般会計 ― ―

成
果
指
標

①
区民一人1日当たりのご
みの排出量

ｇ
/
人
日

582 546 542 517

成
果
指
標

②

成
果
指
標

③

総経費 千円 ― 234,920 308,809 ―

（上記のうち、人件費） 千円 ― 124,800 132,800 ―

指標１
　区民１人あたりの経費

円 ― 332 ― ―

％ ― 0.1 ― ―

会計名 ― 一般会計 ― ―

№423
区が率先して地球
温暖化防止に取り
組む

区は区内最大の事
業所として、環境
に配慮した取り組
みを行う必要があ
り、環境配慮行動
を率先して行うこ
とによって、区
民・事業者の環境
保全活動を促進す
るため

Ａ

指標２
　区決算額に占める割合

№42
環境への負荷を低
減し、持続可能な
社会をつくる

経
費

コ
ス
ト
指
標

Ａ Ａ

①環境マネジメントシステムを運
用・維持することにより環境配慮行
動について職員の理解度が増し、
一定の成果を上げることができ
た。
②区が自ら率先して環境配慮行動
に努めることは、区民や事業者へ
の意識啓発にも重要であり、意義
がある。

 
成
果
の
向
上

平成23年度からISO14001から練
馬区独自の「練馬区環境マネジメ
ントプラン（ねりまエコプラン）」に
移行する。最重点として省エネ・
省CO2への取り組みを実施する。
環境管理責任者となる部長を先
頭に環境への取り組みを自立的
に運営を行い、今まで以上の省
エネ・省CO2を達成する。

環
境
ま
ち
づ
く
り
事
業
本
部

環
境
部

№424
ごみの発生を抑制
する

ごみの発生抑制を
基本とした、環境
にやさしい生活や
事業活動への転換
を図り、無駄なも
のを買わず、ま
た、一度不用に
なったものを再利
用することによ
り、ごみを出さな
い、環境に配慮し
た社会を構築する
ため

Ａ

指標２
　区決算額に占める割合

№42
環境への負荷を低
減し、持続可能な
社会をつくる

経
費

コ
ス
ト
指
標

Ａ Ａ

普及啓発事業を充実させたことに
より、区民一人1日当たりのごみの
排出量は減少しており、ごみの発
生抑制に関する成果は上がってい
る。

 
成
果
の
向
上

環境学習の推進の場として４館
目のリサイクルセンターを整備
し、練馬区第３次一般廃棄物基
本計画に基づきごみの発生を抑
制する。
２３年度においては、家庭系廃棄
物および事業系廃棄物の排出に
ついて、啓発用のＤＶＤを作成し
普及啓発事業の充実を図る。

環
境
ま
ち
づ
く
り
事
業
本
部

環
境
部



平成２３年度　施 策 評 価 統 括 表

分野

施策
番号

施　策　名
〔実績〕 〔現状〕 〔目標〕 〔目標〕

政策
番号

上 位 政 策 名 ２０年度 ２２年度 ２３年度 ２６年度 成果
経費
比較

総合
評価 総合評価の内容

ね
ら
い

内容

評   価 改革・改善案

【４　環境とまちづくり分野　環境と共生する快適なまちを形成する】

施策の
目指す状態

成果指標・経費・コスト指標
単
位

部
名

成
果
指
標

① 集団回収登録団体数 団体 346 414 418 490

成
果
指
標

②
区の清掃リサイクル事業
における資源化率

％ 23.2 24.0 25.6 27.3

成
果
指
標

③

総経費 千円 ― 3,224,885 3,162,600 ―

（上記のうち、人件費） 千円 ― 190,400 172,800 ―

指標１
　区民１人あたりの経費

円 ― 4,552 ― ―

％ ― 1.5 ― ―

会計名 ― 一般会計 ― ―

成
果
指
標

①

可燃ごみの中に可燃ごみ
以外のものが混入してい
る割合

％ 27.6 21.4 20.0 20.0

成
果
指
標

②
ごみ出しのルールが守ら
れていない集積所の割合

％ 1.9 1.0 1.6 1.3

成
果
指
標

③

総経費 千円 ― 4,523,536 4,815,344 ―

（上記のうち、人件費） 千円 ― 2,088,000 2,020,000 ―

指標１
　区民１人あたりの経費

円 ― 6,385 ― ―

％ ― 2.0 ― ―

会計名 ― 一般会計 ― ―

№425
リサイクルを進め
る

区民・事業者・区
の役割分担と協働
によるごみの減量
とリサイクルの推
進を図るため

Ａ

指標２
　区決算額に占める割合

№42
環境への負荷を低
減し、持続可能な
社会をつくる

経
費

コ
ス
ト
指
標

Ａ Ａ

ごみ減量やリサイクルに対する関
心が高まるとともに、集団回収登
録団体数が増加している。また、
資源化率も向上している。

 
成
果
の
向
上

区民・事業者と協力して、ごみ減
量および分別の徹底を働きかけ、
効率的で実効性のある資源回収
システムを確立し、練馬区第３次
一般廃棄物基本計画に基づき、
資源化率を向上させる。

環
境
ま
ち
づ
く
り
事
業
本
部

環
境
部

№426
ごみの適正処理を
進める

資源循環型社会の
構築に向け、資源
とごみの収集・運
搬・中間処理・最
終処分という処理
過程において、分
別排出の徹底、環
境負荷の低減化へ
の取り組み、効率
的なエネルギー回
収の推進などを
行っていくため

Ａ

指標２
　区決算額に占める割合

№42
環境への負荷を低
減し、持続可能な
社会をつくる

経
費

コ
ス
ト
指
標

Ａ Ａ
情報誌等による普及啓発事業の
充実により、ごみの分別状況が改
善されてきている。

 
成
果
の
向
上

区民・事業者と協力し、ごみの減
量と分別排出の徹底を働きかけ、
ごみの適正処理とリサイクルの推
進を図る。また、家庭ごみの収集
のサービス向上とごみ処理経費
の負担のあり方を検討する。

環
境
ま
ち
づ
く
り
事
業
本
部

環
境
部



平成２３年度　施 策 評 価 統 括 表

分野

施策
番号

施　策　名
〔実績〕 〔現状〕 〔目標〕 〔目標〕

政策
番号

上 位 政 策 名 ２０年度 ２２年度 ２３年度 ２６年度 成果
経費
比較

総合
評価 総合評価の内容

ね
ら
い

内容

評   価 改革・改善案

【４　環境とまちづくり分野　環境と共生する快適なまちを形成する】

施策の
目指す状態

成果指標・経費・コスト指標
単
位

部
名

成
果
指
標

①

二酸化窒素および浮遊粒
子状物質が環境基準に適
合している測定箇所数

か所 12 13 13 13

成
果
指
標

②

有害化学物質使用事業所
の適正管理指導のための
立入検査実施率

％ 190.00 33.00 100.00 100.00

成
果
指
標

③

総経費 千円 ― 97,098 131,021 ―

（上記のうち、人件費） 千円 ― 70,400 72,800 ―

指標１
　区民１人あたりの経費

円 ― 137 ― ―

％ ― 0.0 ― ―

会計名 ― 一般会計 ― ―

成
果
指
標

①

美化活動団体（環境美化
推進地区および環境美化
活動団体）の登録世帯数

世帯 107,808 129,015 131,000 140,000

成
果
指
標

② 歩行喫煙率 ％ 0.9 0 0 0

成
果
指
標

③

総経費 千円 ― 136,491 135,531 ―

（上記のうち、人件費） 千円 ― 32,800 28,800 ―

指標１
　区民１人あたりの経費

円 ― 193 ― ―

％ ― 0.1 ― ―

会計名 ― 一般会計 ― ―

№431

公害問題を解決図
り、地域環境の保
全・改善を推進す
る

環境監視体制によ
る生活環境の把
握、有害化学物質
の排出抑制､自動
車交通に伴う大気
汚染等の
改善、都市・生活
型公害の地域住民
同士による自主解
決等により、公害
のないまちをつく
るため

Ａ

指標２
　区決算額に占める割合

№43
良好な地域環境を
つくる

経
費

コ
ス
ト
指
標

Ａ Ａ

①環境監視業務については、測定
室・測定項目の見直しを図るなど、
一層の充実が必要である。
②監視業務以外は、啓発・立入検
査・講習会等によって、リスクコミュ
ニケーションを強化することによ
り、環境に対しての意識が高まっ
たと言える。

 
成
果
の
向
上

①監視業務については、ＰＭ2.5
の自動測定機による測定体制を
検討する。また、今後予想される
地方分権に伴う大気汚染防止法
の移管等を見据え、区内の環境
を必要十分に監視できる体制を
検討・準備をする。
②立入調査については、業種等
の項目を変えて、あらゆる事業所
について、きめ細かく対応して、
土壌汚染以外の公害現象を低減
する。
③都市・生活型公害に対しては、
パンフレット等を利用し、今後でき
るだけ当事者同士の話合いを促
し、自主解決に向けた啓発を行
う。

環
境
ま
ち
づ
く
り
事
業
本
部

環
境
部

№432
まちの美化を進め
る

ポイ捨てや落書き
のない「美しいま
ち　ねりま」を実
現するため

Ａ

指標２
　区決算額に占める割合

№43
良好な地域環境を
つくる

経
費

コ
ス
ト
指
標

Ａ Ａ

①区と環境清掃推進連絡会とが協
働することによって、町会・自治会
など環境美化活動団体との連携が
深まり、地域の美化活動が順調に
推移している。
②条例に基づく歩行喫煙対策の取
組みによって順調に歩行喫煙など
が減少し、良好に進んでいる。

 
成
果
の
向
上
・
効
率
化

①本事業の裏づけとなっている都
の緊急雇用対策事業が23年度を
もって終了する。したがって、24年
度に向けて、少ない経費で効果
的な事業の執行方法を検討する
必要がある。

環
境
ま
ち
づ
く
り
事
業
本
部

環
境
部



平成２３年度　施 策 評 価 統 括 表

分野

施策
番号

施　策　名
〔実績〕 〔現状〕 〔目標〕 〔目標〕

政策
番号

上 位 政 策 名 ２０年度 ２２年度 ２３年度 ２６年度 成果
経費
比較

総合
評価 総合評価の内容

ね
ら
い

内容

評   価 改革・改善案

【４　環境とまちづくり分野　環境と共生する快適なまちを形成する】

施策の
目指す状態

成果指標・経費・コスト指標
単
位

部
名

成
果
指
標

①
練馬区まちづくり条例にお
ける開発調整の手続きが順
調に進められた件数の割合

％ 98.00 91.00 100 100

成
果
指
標

②
中高層建築物等の建築にお
いて紛争がおきた件数のう
ち解決が図れた件数の割合

件 80 99 98 98

成
果
指
標

③

総経費 千円 ― 333,289 335,862 ―

（上記のうち、人件費） 千円 ― 151,200 150,400 ―

指標１
　区民１人あたりの経費

円 ― 470 ― ―

％ ― 0.0 ― ―

会計名 ― 一般会計 ― ―

成
果
指
標

①

地区まちづくり計画に基
づき用途地域を変更した
地区

か所 1 0 1 1

成
果
指
標

②
建築確認申請等を行った
件数

件 1,845 2,238 維持 維持

成
果
指
標

③

総経費 千円 ― 369,329 358,406 ―

（上記のうち、人件費） 千円 ― 298,000 282,000 ―

指標１
　区民１人あたりの経費

円 ― 521 ― ―

％ ― 0.0 ― ―

会計名 ― 一般会計 ― ―

№441
区民・事業者とと
もにまちづくりを
進める 暮らしやすい、魅

力あるまちを実現
するためには、行
政によるまちづく
りだけでなく、住
民や事業者ととも
に協働でまちづく
りを進める必要が
あるため

Ａ

指標２
　区決算額に占める割合

№44
地域環境に合った
まちづくりを進め
る

経
費

コ
ス
ト
指
標

Ａ Ａ

①都市計画やまちづくりにおける
手続きや、条例の運用などを含
め、適性かつ円滑に行っている。
②今後も引き続き、区民のまちづく
り活動への支援や、住民参加の促
進を図っていく必要がある。

 
成
果
の
向
上

住民や事業者とともに協働でまち
づくりを進めるためには、都市計
画に関する情報をわかりやすく公
開することが重要である。そのた
めに都市計画審議会の議事録の
掲載にあわせた資料の掲載等、
区ホームページの充実や窓口の
案内資料の充実を図り、住民等
に広く情報の提供を図る。

環
境
事
業
本
部

都
市
整
備
部

№442
土地利用を計画的
に誘導する 練馬区のまちづく

りの総合的方針で
ある都市計画マス
タープランの運用
を踏まえた目指す
べき市街地像の実
現に向け、土地利
用の適正な利用と
保全を図るため

Ａ

指標２
　区決算額に占める割合

№44
地域特性に合った
まちづくりを進め
る

経
費

コ
ス
ト
指
標

Ａ Ａ

①用途地域の変更は、地区計画を
併せて指定しているので良好な住
環境の保全されている。
②個々の事業も、一定の成果を上
げ、計画通りに進んでいる。

 
効
率
化

①都市計画マスタープランを踏ま
え地区計画により地元の合意を
得て用途地域の変更を進める。
②区の都市計画マスターは、社
会経済状況および東京都の都市
計画マスタープランの改定時期を
見据えて、見直しを行う。
③建築基準法改正に伴う運用改
善を円滑に施行する。

環
境
ま
ち
づ
く
り
事
業
本
部

都
市
整
備
部



平成２３年度　施 策 評 価 統 括 表

分野

施策
番号

施　策　名
〔実績〕 〔現状〕 〔目標〕 〔目標〕

政策
番号

上 位 政 策 名 ２０年度 ２２年度 ２３年度 ２６年度 成果
経費
比較

総合
評価 総合評価の内容

ね
ら
い

内容

評   価 改革・改善案

【４　環境とまちづくり分野　環境と共生する快適なまちを形成する】

施策の
目指す状態

成果指標・経費・コスト指標
単
位

部
名

成
果
指
標

①
景観まちづくりを進めて
いる地区数

地区 着手 2 拡大

成
果
指
標

②

成
果
指
標

③

総経費 千円 ― 18,053 11,270 ―

（上記のうち、人件費） 千円 ― 9,600 5,600 ―

指標１
　区民１人あたりの経費

円 ― 25 ― ―

％ ― 0.0 ― ―

会計名 ― 一般会計 ― ―

成
果
指
標

①
まちづくり計画を策定し
た地区

箇所 34 40 42 増加

成
果
指
標

②
計画的な都市基盤の整備
面積（累計）

㎡ 66,272 66,846 68,836 増加

成
果
指
標

③

総経費 千円 ― 2,287,268 1,581,694 ―

（上記のうち、人件費） 千円 ― 176,000 175,200 ―

指標１
　区民１人あたりの経費

円 ― 3,228 ― ―

％ ― 1.0 ― ―

会計名 ― 区一般会計 ― ―

№443
調和のとれた都市
景観を形成する

練馬区の地域特性
を踏まえた「景観
まちづくり」に取
組み、調和のとれ
た都市景観を形成
するため

Ａ

指標２
　区決算額に占める割合

№44
地域特性に合った
まちづくりを進め
る

経
費

コ
ス
ト
指
標

Ａ Ａ

１　庁内関係各課の協力のもと、
練馬区の景観まちづくりに取り組
む方向性を確定した。
２　パブリックコメントの実施で、区
民の区の景観まちづくりへの期待
や要望を把握することができた。
３　啓発事業の実施やパブリシティ
の実施により、景観まちづくりの重
要性を周知することができた。

 
成
果
の
向
上

①景観に関する意識啓発と区民
参加の促進のため、景観条例に
規定による「景観資源登録制度」
「景観まちなみ協定制度」を新た
にスタートし、啓発事業を充実さ
せる。
②今後は、こうした事業を中心に
景観に関する施策を充実させて
いく。

環
境
ま
ち
づ
く
り
事
業
本
部

都
市
整
備
部

№451
良好な市街地を形
成する

安心して快適に暮
らせるまちを実現
するため

Ａ

指標２
　区決算額に占める割合

№45
災害に強く生活し
やすいまちをつく
る

経
費

コ
ス
ト
指
標

Ａ Ａ

①区内全般にわたり良好な市街地
の保全と形成が、徐々にではある
が成果をあげている。まちづくりに
は、粘り強い区の働きかけも必要
である。

 
成
果
の
向
上

現在、練馬区においては、地区別
のまちづくり組織を構成し、地区
計画、市街地再開発事業など、さ
まざまな手法によりまちづくりに
取組んでいる。今後、それぞれの
手法の知識やノウハウを共有で
きるシステムを作り、情報を共有
していく。

環
境
ま
ち
づ
く
り
事
業
本
部

都
市
整
備
部



平成２３年度　施 策 評 価 統 括 表

分野

施策
番号

施　策　名
〔実績〕 〔現状〕 〔目標〕 〔目標〕

政策
番号

上 位 政 策 名 ２０年度 ２２年度 ２３年度 ２６年度 成果
経費
比較

総合
評価 総合評価の内容

ね
ら
い

内容

評   価 改革・改善案

【４　環境とまちづくり分野　環境と共生する快適なまちを形成する】

施策の
目指す状態

成果指標・経費・コスト指標
単
位

部
名

成
果
指
標

①
計画的なまちづくりを進
めている駅周辺地区数

地区 10 13 増加 15

成
果
指
標

②
整備した歩行者空間の長
さ（累計）

ｍ 6,970 7,248 増加 増加

成
果
指
標

③

総経費 千円 ― 113,006 502,009 ―

（上記のうち、人件費） 千円 ― 80,000 92,000 ―

指標１
　区民１人あたりの経費

円 ― 160 ― ―

％ ― 0.1 ― ―

会計名 ― 区一般会計 ― ―

成
果
指
標

①
密集住宅市街地整備促進
事業の達成面積（累計）

㎡ 20,370 21,675 増加 増加

成
果
指
標

②
防災上有効な道路の整備
距離（累計）

ｍ 86,050 87,200 増加 増加

成
果
指
標

③

総経費 千円 ― 2,457,399 2,353,203 ―

（上記のうち、人件費） 千円 ― 125,600 92,000 ―

指標１
　区民１人あたりの経費

円 ― 3,469 ― ―

％ ― 1.1 ― ―

会計名 ― 区一般会計 ― ―

№452
まちの拠点機能を
向上させる 区内および近隣に

ある鉄道駅周辺地
区を区民の日常生
活を支える生活の
拠点と位置づけ、
区民の移動や居住
の安全性・利便
性・快適性を高め
るため

Ａ

指標２
　区決算額に占める割合

№45
災害に強く生活し
やすいまちをつく
る

経
費

コ
ス
ト
指
標

Ａ Ａ
①まちづくり事業の進捗により、確
実に駅周辺の拠点機能が向上し
ている。

 
成
果
の
向
上

まちの拠点整備を着実に進める
ためには、適切な進行管理のた
めの情報共有が重要である。

よって、日頃から組織内で情報共
有の機会を持つことはもとより、
まちづくり部門間で、より緊密な

連携を取ることにより、知識の共
有や能力向上を図ることも肝要で
ある。

環
境
ま
ち
づ
く
り
事
業
本
部

都
市
整
備
部

№453
災害に強いまちを
つくる

地震や都市災害な
どにみまわれた
際、その被害を最
小限にとどめると
ともに区民等の生
命、財産の安全を
守るため

Ａ

指標２
　区決算額に占める割合

№45
災害に強く生活し
やすいまちをつく
る

経
費

コ
ス
ト
指
標

Ａ Ａ
①様々な事業の展開により、都市
の防災性の向上と、区民の防災意
識の向上が図られている。

 
成
果
の
向
上

　災害に強いまちづくりの着実な
進展を図るため、従事する職員
の能力向上と、熟練した職員の
一定数の確保・配置、また、その
ノウハウの蓄積・伝達のためのシ
ステムを強化していく。

環
境
ま
ち
づ
く
り
事
業
本
部

都
市
整
備
部



平成２３年度　施 策 評 価 統 括 表

分野

施策
番号

施　策　名
〔実績〕 〔現状〕 〔目標〕 〔目標〕

政策
番号

上 位 政 策 名 ２０年度 ２２年度 ２３年度 ２６年度 成果
経費
比較

総合
評価 総合評価の内容

ね
ら
い

内容

評   価 改革・改善案

【４　環境とまちづくり分野　環境と共生する快適なまちを形成する】

施策の
目指す状態

成果指標・経費・コスト指標
単
位

部
名

成
果
指
標
①

協議物件の「道から利用
室までの経路」の整備率

％ 63.0 70.0 80.0

成
果
指
標
②

まちづくり整備助成制度
の活用件数

件 14 15 15

成
果
指
標
③

鉄道駅におけるさらなるバ
リアフリー化を調整してい
る駅* 指標を変更したため
20年度実績は記入できない

駅 3 2

総経費 千円 ― 95,675 54,229 ―

（上記のうち、人件費） 千円 ― 40,000 40,000 ―

指標１
　区民１人あたりの経費

円 ― 135 ― ―

％ ― 0.4 ― ―

会計名 ― 一般会計 ― ―

成
果
指
標

①
みどりバスの1便当たり
の乗客数

人 18 19 20 24

成
果
指
標

②

総経費 千円 ― 873,223 863,478 ―

（上記のうち、人件費） 千円 ― 35,600 36,400 ―

指標１
　区民１人あたりの経費

円 ― 1,105 ― ―

％ ― 0.4 ― ―

会計名 ― 一般会計 ― ―

№454
だれもが利用しや
すいまちをつくる

区内施設の整備・
改善を図り、高齢
者や障害者をはじ
めだれもが利用し
やすいものとする
ため

Ａ

指標２
　区決算額に占める割合

№45
災害に強く生活し
やすいまちをつく
る

経
費

コ
ス
ト
指
標

経
費

コ
ス
ト
指
標

Ａ Ａ

①②練馬区福祉のまちづくり条例
を施行し、目標の方向に向かって
いる。
③現在東京メトロによる氷川台駅
のエレベーター設置工事の完了を
もって、区内すべての鉄道駅がバ
リアフリー化される。今年度より、さ
らなるバリアフリーを鉄道事業者と
ともに進めていく。

 
成
果
の
向
上

Ａ

公共施設
・条例の協議を必要としない既存物
件の改修時においても、できる限り区
民意見反映制度を活用していく。つい
ては、都市整備公社まちづくりセン
ターとの連携を強化して進める。
・庁内各部署に周知を徹底し、連携を
強化する。
民間施設
・意向調査や普及啓発活動をすすめ
既存施設改修の助成制度の周知をし
ていく。
・都市整備公社まちづくりセンターと
の連携を強化し、普及啓発、相談支
援、改修のアドバイスをすすめる。
・他部署との事業との連携や、他部
署の助成制度との連携をはかる。
鉄道
･鉄道駅のバリアフリー化に関して
は、事業主体としての鉄道事業者の
動向に左右されることが現実である
が、同時に区から事業主体へ強い働
きかけを行う必要がある。そのために
は、まちづくりなど関連する施策との
連携も含め、事業実施に向けた環境
整備や機運を高めていく必要があ
る。

環
境
ま
ち
づ
く
り
事
業
本
部

都
市
整
備
部

№461
公共交通を充実す
る

鉄道やバス路線の
整備充実を図るこ
とにより、区民の
交通利便を高める
ため

Ａ

指標２
　区決算額に占める割合

№46
良好な交通環境を
つくる

Ａ

都営大江戸線の延伸、鉄道連続
立体交差化等に関しては、事業
主体としての都、あるいは国や鉄
道事業者等他機関の動向に左右
されることが現実であるが、同時
に区から事業主体へ積極的に働
きかけを行なう必要がある。その
ためには、まちづくりなど関連す
る施策との連携を密にし事業実
施に向けた環境整備や機運を高
めていく必要がある。

環
境
ま
ち
づ
く
り
事
業
本
部

都
市
整
備
部

区民、事業者、東京都など関係者
に対し、区が条件整備を進め、協
力して交通利便性の向上に取組
み、ひとつづつ成果をあげつつあ
る。

 
そ
の
他



平成２３年度　施 策 評 価 統 括 表

分野

施策
番号

施　策　名
〔実績〕 〔現状〕 〔目標〕 〔目標〕

政策
番号

上 位 政 策 名 ２０年度 ２２年度 ２３年度 ２６年度 成果
経費
比較

総合
評価 総合評価の内容

ね
ら
い

内容

評   価 改革・改善案

【４　環境とまちづくり分野　環境と共生する快適なまちを形成する】

施策の
目指す状態

成果指標・経費・コスト指標
単
位

部
名

成
果
指
標

①
都市計画道路・生活幹線
道路の整備率（累計）

％ 48.0 48.8 51.6 55.0

成
果
指
標

②

成
果
指
標

③

総経費 千円 ― 3,796,380 1,797,251 ―

（上記のうち、人件費） 千円 ― 155,600 158,720 ―

指標１
　区民１人あたりの経費

円 ― 5,358 ― ―

％ ― 1.7 ― ―

会計名 ― 一般会計 ― ―

成
果
指
標

①
　区道歩道延長距離
　（累計）

km 122 122 123 129

成
果
指
標

②
自転車駐車場の整備
（追加整備）

台 520 600 5,950

成
果
指
標

③

総経費 千円 ― 5,030,110 5,419,457 ―

（上記のうち、人件費） 千円 ― 552,000 608,000 ―

指標１
　区民１人あたりの経費

円 ― 7,100 ― ―

％ ― 2.3 ― ―

会計名 ― 一般会計 ― ―

№462
道路交通ネット
ワークを整備する

区の都市基盤の形
成・円滑な交通の
確保などを推進
し、安全で快適な
区民生活を提供す
るため

Ａ

指標２
　区決算額に占める割合

№46
良好な交通環境を
つくる

経
費

コ
ス
ト
指
標

Ａ Ａ

都施行の一部路線において用地
取得に時間を要し目標を達成でき
ていないが、目標の方向には向
かっている。
また、他路線については目標を上
回る実績を残しており、総合的に
見ると良好に進んでいる。

 
成
果
の
向
上
・
効
率
化

国からの交付金等を活用し、区負
担の軽減を図るとともに都区の情
報共有や連携を密に図りながら
実績の向上に努める。

環
境
ま
ち
づ
く
り
事
業
本
部

土
木
部

№463
快適な道路環境を
整備する

区内の道路をだれ
もが不便を感じる
ことなく安全に移
動することができ
る環境をつくるた
め

Ａ

指標２
　区決算額に占める割合

№46
良好な交通環境を
つくる

経
費

コ
ス
ト
指
標

Ａ Ａ

①自転車の放置台数や交通事故
件数は低下し、道路の利用環境の
整備についても一定の成果が認め
られる。②減少傾向にはあるもの
の、交通事故件数と放置自転車台
数は依然高い水準にあるため、引
き続き、改善に向けて努力が必要
である。

 
成
果
の
向
上

　安全で快適に通行できる道路
の維持・整備に努めるとともに、
自転車利用総合計画（平成２３年
３月策定）に基づき、「自転車の
利用環境」の整備と「自転車利用
のルールとマナー」の普及・啓発
に係わる事業を着実に推進す
る。。

環
境
ま
ち
づ
く
り
事
業
本
部

土
木
部



平成２３年度　施 策 評 価 統 括 表

分野

施策
番号

施　策　名
〔実績〕 〔現状〕 〔目標〕 〔目標〕

政策
番号

上 位 政 策 名 ２０年度 ２２年度 ２３年度 ２６年度 成果
経費
比較

総合
評価 総合評価の内容

ね
ら
い

内容

評   価 改革・改善案

【４　環境とまちづくり分野　環境と共生する快適なまちを形成する】

施策の
目指す状態

成果指標・経費・コスト指標
単
位

部
名

成
果
指
標

① 定期使用住戸数 戸 18 27 42 42

成
果
指
標

② 区営住宅の空き家募集数 戸 23 24 20 20

成
果
指
標

③

総経費 千円 ― 11,163 11,336 ―

（上記のうち、人件費） 千円 ― 9,600 9,600 ―

指標１
　区民１人あたりの経費

円 ― 16 ― ―

％ ― 0.0 ― ―

会計名 ― 一般会計 ― ―

成
果
指
標

①

分譲マンション管理無料
相談会と未来塾（マン
ションセミナー）参加人
数（回数）

人 129（26） 114（22） 142（16） 160（16）

成
果
指
標

②

成
果
指
標

③

総経費 千円 ― 2,412 2,787 ―

（上記のうち、人件費） 千円 ― 2,400 2,400 ―

指標１
　区民１人あたりの経費

円 ― 3 ― ―

％ ― 0.0 ― ―

会計名 ― 一般会計 ― ―

№471
公共賃貸住宅を適
切に管理・運用す
る

住宅に困窮する区
民へ公的住宅の入
居の機会の公平な
提供を行うととも
に、区営住宅等の
管理運営を適切に
行う

Ａ

指標２
　区決算額に占める割合

№47
安心して生活でき
る住まいづくりを
進める

経
費

コ
ス
ト
指
標

Ａ Ａ

住宅困窮者に対し、区営住宅の提
供戸数を増やしていくため、引き続
き、空き家住宅の確保に努めてい
く。

 
成
果
の
向
上

高額所得者や高額滞納者に対
し、住宅の明渡しを求めるととも
に、第３次住宅マスタープランに
基づき、今年度より、移管の条件
等を検討し、住宅困窮者への住
宅提供の戸数を更に増やしてい
く。

環
境
ま
ち
づ
く
り
事
業
本
部

都
市
整
備
部

№472
良質な住まいづく
りを支援する 戸建住宅や分譲マ

ンションの防災
性・居住性を高め
るための適正な維
持管理を支援し、
良質で安全な住宅
に安心して生活で
きる住まいづくり
を進める

Ｂ

指標２
　区決算額に占める割合

№47
安心して生活でき
る住まいづくりを
進める

経
費

コ
ス
ト
指
標

Ａ Ａ

参加者数は、目標数に達していな
いが、マンション対策事業について
は、協力団体を中心に区民が参画
し、自主的な運営へと方向づけて
きた結果、マンション管理セミナー
を中心に主体的な区民の参加・協
働による事業の展開が出来た。

 
成
果
の
向
上

建替え時期を迎えるマンションが
増加していることや、マンションの
維持管理に関する社会的な関心
が高まっているほか、今年の東日
本大震災の影響により、マンショ
ンの耐震化や大規模改修等に関
わる大規模改修を行うための相
談が多く出てくる可能性がある。
このため、テーマを絞り要望に的
確に対応できる体制づくりをして
いく必要がある。

環
境
ま
ち
づ
く
り
事
業
本
部

都
市
整
備
部



平成２３年度　施 策 評 価 統 括 表

分野

施策
番号

施　策　名
〔実績〕 〔現状〕 〔目標〕 〔目標〕

政策
番号

上 位 政 策 名 ２０年度 ２２年度 ２３年度 ２６年度 成果
経費
比較

総合
評価 総合評価の内容

ね
ら
い

内容

評   価 改革・改善案

【４　環境とまちづくり分野　環境と共生する快適なまちを形成する】

施策の
目指す状態

成果指標・経費・コスト指標
単
位

部
名

成
果
指
標

①
高齢者のための設備があ
る住宅の割合

％ 31.0 ― 50.0 50.0

成
果
指
標

②
高齢者集合住宅戸数の維
持

戸 140 140 140 140

成
果
指
標

③

総経費 千円 ― 210,654 212,433 ―

（上記のうち、人件費） 千円 ― 12,000 12,000 ―

指標１
　区民１人あたりの経費

円 ― 297 ― ―

％ ― 0.1 ― ―

会計名 ― 一般会計 ― ―

№473
高齢者等が安心し
て暮らせる住まい
づくりを支援する

高齢者が安心して
安全に居住できる
よう、住まいの確
保や居住環境の向
上を図るため

Ａ

指標２
　区決算額に占める割合

№47
安心して生活でき
る住まいづくりを
進める

第３次住宅マスタープランにおい
て、高齢者集合住宅の入居機会
の確保に努めるとともに、介護
サービスとの連携について検討し
ていく。

環
境
ま
ち
づ
く
り
事
業
本
部

都
市
整
備

経
費

コ
ス
ト
指
標

Ａ Ａ

高齢者優良居室提供事業等にお
いて、住宅に困窮している低所得
者層の高齢者に対しての住まいの
確保を図っており、中堅所得の高
齢者には、東京都住宅供給公社
や都市再生機構で高齢者向け優
良賃貸住宅の供給が図られてい
る。

 
成
果
の
向
上



平成２３年度　施 策 評 価 統 括 表

分野

施策
番号

施　策　名
〔実績〕 〔現状〕 〔目標〕 〔目標〕

政策
番号

上 位 政 策 名 ２０年度 ２２年度 ２３年度 ２６年度 成果
経費
比較

総合
評価 総合評価の内容

ね
ら
い

内容

成
果
指
標

①

区政情報の入手しやす
さ、意見の言いやすさに
満足している区民の割合

％ 42.0 48.0 52.5 60.0

成
果
指
標

②

ホームページ利用に関す
るアンケートの満足度の
割合

％ 71.9 80.6 81.0 84.0

成
果
指
標

③

総経費 千円 ― 1,076,801 1,303,785 ―

（上記のうち、人件費） 千円 ― 485,600 484,800 ―

指標１
　区民１人あたりの経費

円 ― 1,520 ― ―

％ ― 0.5 ― ―

会計名 ― 一般会計 ― ―

成
果
指
標

① 経常収支比率 ％ 79.2 未確定 80.0 80.0

成
果
指
標

②

成
果
指
標

③

総経費 千円 ― 352,555 368,596 ―

（上記のうち、人件費） 千円 ― 109,424 268,320 ―

指標１
　区民１人あたりの経費

円 ― 498 ― ―

％ ― 0.2 ― ―

会計名 ― 一般会計 ― ―

評   価 改革・改善案

【５　行政運営分野　未来を拓く区政経営を進める】

施策の
目指す状態

成果指標・経費・コスト指標
単
位

部
名

№511
参加と連携による
開かれた行政を進
める

積極的な参加、参
画により、区民と
の協働による公共
経営を図るため

Ｂ Ａ Ａ

区民等の多様化する情報入手手
段に対応するためには、区としても
情報発信手段を増やさなければな
らない。一方で、高齢者や外国人
を中心とした情報弱者への対応策
も充実させる必要があり、すべて
に対応するためには、費用対効果
が課題となる。しかし、より多くの区
民に対して、区の施策や行事、国・
都の動向を周知することは、区の
責務である。
　今後も、より多くの区民に情報が
行き渡るよう、事業の改善に努め
る。

 
成
果
の
向
上

①区報の紙面構成などの検討を行
い、より区民にとって分かりやすく親し
みやすい紙面を刷新する。
②区報について、新聞未購読者世帯
への配布方法を、郵送から戸別配布
への変更を検討する。
③区ホームページに自動翻訳機能を
導入し、外国人向けの情報提供を充
実する。
④視覚障害者向けの「声の便利帳」
に、平成23年度からデイジー録音図書
を導入する。
⑤刊行物等を含む公文書のうち、歴史
的資料として重要なものを体系的に収
集・管理し区民共有の財産として継
承、利活用を図る区政資料管理整備
計画推進事務について、歴史的資料
の管理体制を継続的に機能させるた
め、収集作業や情報提供など、ソフト
面の一層の改善に加え、資料の保存・
管理に係るハード面の整備について
検討を進めていく。

―

№51
持続可能な区政経
営を行う

経
費

区
長
室

コ
ス
ト
指
標

指標２
　区決算額に占める割合

№512
健全な財政運営を
行う 行政運営の透明性

の向上に努めると
ともに、財政の硬
直化を招かないよ
うに計画的な財政
運営を図ること
で、より健全性を
高め、持続可能な
区政経営を行って
いくため。

Ｂ

指標２
　区決算額に占める割合

№51
持続可能な区政経
営を行う

経
費

コ
ス
ト
指
標

Ｂ Ｂ

景気の動向を反映し、区税をはじ
めとした一般財源が減収となるな
ど、厳しい状況が続いている。財源
不足を補うため基金の繰入れ等の
対応を図っている。東日本大震災
の影響により、景気の先行きは不
透明な状況にあるため、区財政へ
の影響が懸念される。

 
成
果
の
向
上

新たな行政改革を策定し、区政経
営のさらなる効率化を図るととも
に、長期計画の後期実施計画を策
定し、先行きの見通しをもった財政
運営に努める。

事
業
本
部

企
画
部



平成２３年度　施 策 評 価 統 括 表

分野

施策
番号

施　策　名
〔実績〕 〔現状〕 〔目標〕 〔目標〕

政策
番号

上 位 政 策 名 ２０年度 ２２年度 ２３年度 ２６年度 成果
経費
比較

総合
評価 総合評価の内容

ね
ら
い

内容

評   価 改革・改善案

【５　行政運営分野　未来を拓く区政経営を進める】

施策の
目指す状態

成果指標・経費・コスト指標
単
位

部
名

成
果
指
標

①

区民意識意向調査におけ
る全施策に対する区民の
満足度

％ 53.3 56.7 60.0 60.0

成
果
指
標

②

成
果
指
標

③

総経費 千円 ― 6,984,794 6,370,860 ―

（上記のうち、人件費） 千円 ― 1,568,800 1,463,200 ―

指標１
　区民１人あたりの経費

円 ― 9,859 ― ―

％ ― 3.2 ― ―

会計名 ― 一般会計 ― ―

成
果
指
標

①
特別区民税の現年度課税
分収納率

％ 97.0 97.3 97.0 97.0

成
果
指
標

②

成
果
指
標

③

総経費 千円 ― 1,616,173 1,516,329 ―

（上記のうち、人件費） 千円 ― 950,400 934,400 ―

指標１
　区民１人あたりの経費

円 ― 2,281 ― ―

％ ― 0.7 ― ―

会計名 ― 一般会計 ― ―

№513
区民本位の効率的
で質の高い区政経
営を行う

区民本位の効率的
で質の高い行政活
動の実施および透
明性の高い開かれ
た区政の推進をめ
ざすため。

Ｂ

指標２
　区決算額に占める割合

№51
持続可能な区政経
営を行う

経
費

コ
ス
ト
指
標

Ａ Ａ

区民要望が多様化・高度化してい
る中、全施策の区民満足度は目標
に達していないものの、目標値に
近い値になっていることから、区民
要望に応えるために、行政資産を
有効かつ効果的に活用し区の施
策を今後も進めていく必要がある。

 
成
果
の
向
上
・
効
率
化

行政改革や行政評価を推進するこ
とにより、区の施策を改革改善に
努める組織風土が定着してきてい
るため。

企
画
部

№514
区税負担の公平性
を確保する

公正で適正な課税
を行い、かつ納税
しやすい環境の提
供、適切な収納対
策により区税収入
を確保し、区税負
担の公平性を確保
するため。

Ａ

指標２
　区決算額に占める割合

№51
持続可能な区政経
営を行う

経
費

コ
ス
ト
指
標

Ａ Ａ

・７箇所の相談申告会場を特設し
たり、研修制度を充実し、正確な知
識の習得に努めること等で、公正
で適正な課税を行うことができた。
・低迷する経済状況、悪化する雇
用環境にもかかわらず、住民税の
収納率９７％維持は、容易ではな
い。職務知識と技能を修得し、実
践した成果を積み上げたものであ
る。

 
効
率
化

・賦課事務については、申告書等
の電子化をさらに推し進め、より効
率的な事務の執行過程を構築す
る。
・収納・徴収事務については、電話
催告の一層の充実などを図ること
により、収納率のさらなる向上を目
指すとともに、組織の効率化・活性
化をはかるため、組織の見直しを
行う。

区
民
生
活
事
業
本
部

区
民
部



平成２３年度　施 策 評 価 統 括 表

分野

施策
番号

施　策　名
〔実績〕 〔現状〕 〔目標〕 〔目標〕

政策
番号

上 位 政 策 名 ２０年度 ２２年度 ２３年度 ２６年度 成果
経費
比較

総合
評価 総合評価の内容

ね
ら
い

内容

評   価 改革・改善案

【５　行政運営分野　未来を拓く区政経営を進める】

施策の
目指す状態

成果指標・経費・コスト指標
単
位

部
名

成
果
指
標

①

区民事務所・出張所窓口
サービス改善アンケート
による満足度

％ 73.5
ｱﾝｹｰﾄ未
実施

76.0 82.0

成
果
指
標

②

成
果
指
標

③

総経費 千円 ― 2,090,342 2,217,886 ―

（上記のうち、人件費） 千円 ― 1,566,880 1,635,840 ―

指標１
　区民１人あたりの経費

円 ― 2,950 ― ―

％ ― 0.9 ― ―

会計名 ― 区一般会計 ― ―

成
果
指
標

①

国民健康保険料の収納率
（現年分・滞納繰越分合
計収納率）

％ 71.5 72.3 74.0 74.0

成
果
指
標

②

後期高齢者医療保険料の
収納率（現年分・滞納繰
越分合計収納率）

％ 98.9 98.4 99.0 99.0

総経費 千円 ― 3,318,900 3,791,197 ―

（上記のうち、人件費） 千円 ― 992,000 968,000 ―

指標１
　区民１人あたりの経費

円 ― 4,684 ― ―

％ ―
2.5％
5.9％

― ―

会計名 ―

国民健康保
険事業会計
後期高齢者
医療会計

― ―

№515
基礎的な住民サー
ビスを効率的に提
供する 区民の身分・居住

に係る行政の各種
事務を、区民に利
便性の高い場所や
時間で効率的に行
い、区民のサービ
ス向上に資するた
め

Ａ

指標２
　区決算額に占める割合

№51
持続可能な区政経
営を行う

経
費

コ
ス
ト
指
標

Ａ Ａ

①戸籍事務、住民基本台帳事務、
外国人登録事務等の正確かつ効
率的な運営が行われている。
②平成23年3月3日に江古田駅自
動交付機の運用を開始し、長期計
画の21か所22台体制が完了した。
③繁忙期の混雑緩和への対策を
行うことによって、一年間で最も混
雑する３月末の月曜日における待
ち時間の短縮を行うことができた。

 
成
果
の
向
上

区
民
部

№516
医療保険等制度運
営を行う

疾病、老齢または
障害等によって区
民生活の安定が損
なわれることのな
いよう、相互扶助
によって区民生活
の維持および向上
を図るため

Ａ

指標２
　区決算額に占める割合

№51
持続可能な区政経
営を行う

経
費

コ
ス
ト
指
標

①平成２４年の住民基本台帳法お
よび入管法・入管特例法改正につ
いての対応を行う。
②長期計画で挙げている「区民事
務所・出張所のあり方の検討」に
ついて、平成20年1月の出張所再
編の課題を検証し、コミュニティ支
援の強化なども見据えて区民事務
所等の今後のあり方を検討してい
く。
③区民サービスの向上を目的とし
て、区民事務所・出張所における
接遇面の向上を重点課題とする。
④窓口の混雑緩和（待ち時間の短
縮）を図るために、自動交付機で
発行する証明書の拡充（納課税証
明書）の検討を行うとともに、コン
ビニ交付証明書について他自治
体の動向を踏まえながら、総合的
に検討していく。

区
民
生
活
事
業
本
部

区
民
部

区
民
生
活
事
業
本
部

Ａ Ａ

 
成
果
の
向
上
・
効
率
化

国民健康保険、後期高齢者医療
制度について安定的な運営を行う
ために、収納や内部事務の委託を
拡大し、職員はさらにきめ細かな
対応を行うための体制整備を進め
る。

24年度以降については、現在国で
行われている制度改革の動向を
見据え、的確な対応を行う。

国民健康保険料、後期高齢者医
療制度保険料の収納について効
果が上がっており、各制度の運営
が適正に行われていることから総
合評価をＡとした


